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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第４号） 

令和８年（2026 年）３月６日（金曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 31 名 

    委 員 長  かん の  太  一       副 委 員 長  わたなべ  泰  行   

  欠 委   員  勝  木  勇  人       委   員  高  橋  克  朋   

    委   員  こんどう  和  雄       委   員  細  川  正  人   

    委   員  よこやま  峰  子       委   員  こじ ま  ゆ  み   

    委   員  伴     良  隆       委   員  松  井  隆  文   

    委   員  村  松  叶  啓     欠 委   員  三  神  英  彦   

    委   員  中  川  賢  一       委   員  山  田  一  郎   

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  村  上  ゆう こ   

    委   員  中  村  たけ し       委   員  松  原  淳  二   

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  あお い  ひろ み   

    委   員  おんむら  健太 郎       委   員  森     基誉 則   

    委   員  福  田  浩太 郎       委   員  丸  山  秀  樹   

    委   員  前  川  隆  史       委   員  熊  谷  誠  一   

    委   員  小  形  香  織       委   員  太  田  秀  子   

    委   員  長  屋  いず み       委   員  坂  元  みちたか   

    委   員  山  口  かず さ       委   員  成  田  祐  樹   

    委   員  丸  岡  守  幸 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  ただいまから、第一部予

算特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、勝木委員、三神英彦委

員からは、欠席する旨、また、藤田委員からは、

中川委員と交代する旨、それぞれ届出がございま

した。 

 それでは、議事に入ります。 

 最初に、第４款環境費第１項環境計画費及び第

２項清掃事業費について、一括して質疑を行いま

す。 

●山田一郎委員  私からは、分煙環境の整備に

ついて、冬季のごみ収集の効率化について、駒岡

清掃工場のダウンウォッシュについて、さっぽろ

ヒグマ基本計画改定の方向性と新たな技術の導入

について、大きく４点伺います。 

 まず、分煙環境の整備について伺います。 

 都心部の喫煙対策について、先日、開催された

第２回の検討会にて、大通公園の西側や創成川公

園、すすきの地区を追加する喫煙制限区域の拡大

案が示されたところであります。受動喫煙防止の

観点から、一定の規制、これを設けていくことに

ついては、私も必要な取組であると考えておりま

す。特に、ポイ捨て等防止条例の目的の一つであ

る環境美化を実現していくためには、規制を強化

したものの、結果として、路上での喫煙やポイ捨

てが増えてしまったということになっては、本来

の目的を果たすことにはつながらないのではない

かと考えているところであります。 
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 こうした点を踏まえ、規制の強化と併せて、分

煙環境の整備、これをどのように進めていくかと

いう視点が重要であると考えます。 

 そこで、まず、質問いたしますが、喫煙所を整

備するという分煙の取組が必要であると考えるが、

いかがか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  喫煙所整備による分

煙の取組についてということでございます。 

 検討会でお示ししました喫煙制限区域の拡大案

は、苦情や路上喫煙者が多いところ、観光客や家

族連れが多いところ、そして区域図全体として見

たときの分かりやすさなどを踏まえて設定したも

のでございます。これに対しまして、検討会の委

員の皆様からは、路上喫煙の取締りや新しいルー

ルの周知だけではなく、たばこを吸える場所を確

保することで、ルールを守りやすくなるのではな

いかという意見があったところでございます。 

 このため、新しい規制の実効性を確保する手段

の一つとして、喫煙所の整備も検討してまいりた

いと考えているところでございます。 

●山田一郎委員  今、答弁でも新しい規制の実

効性を確保する手段の一つとして、喫煙所の整備

を検討していくという答弁でありました。喫煙所

の整備を進めるに当たっては、やはり設置の費用、

そして喫煙所内の清掃等、イニシャルコスト、ラ

ンニングコストとかかってくる場合でございます。 

 総務省からは、地方たばこ税を活用した分煙施

設の整備に関する通知が出ております。例えばこ

ういった財源を活用するなどして、効率的に整備

を進めていくことが求められると考えますが、ど

のような手法で喫煙所を整備していくつもりなの

かを伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  喫煙所の整備手法に

ついてということでございます。 

 大通公園の西３丁目及び西５丁目に公共喫煙所

がございまして、いずれも民間企業から寄附をし

ていただいたものでございます。 

 また、すすきの地区におきましては、令和７年

10月に、地元の民間企業による公衆喫煙所が開設

されておりまして、周辺の路上喫煙やたばこの吸

い殻のポイ捨てが減少したと伺っているところで

ございます。 

 今後、喫煙所の整備を検討するに当たっては、

このような民間企業などとの連携を通じた方法も

含め、公共空間だけではなく、民間空きスペース

の活用など、様々な手法を模索してまいりたいと

考えているところでございます。 

●山田一郎委員  民間の連携ですとか、様々な

手法によってという形で、これはうまく整備を進

めていっていただきたいと思います。 

 また、必要な喫煙所の数、これについては、ま

た、いろいろな考え方があると思いますが、規制

の実効性を確保するためには、ある程度の数の整

備が必要と考えます。 

 そこで次の質問ですが、どのくらいの喫煙所が

必要と考えているか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  喫煙所がどのくらい

必要かということでございます。 

 喫煙所につきましては、大通公園の西側や創成

川公園などの路上喫煙に関する苦情が多いところ

や人通りの多いところに整備することで、路上喫

煙を効果的に抑止することができると考えている

ところでございます。喫煙所の整備に当たっては、

設置するためにどういった場所を確保できるかも

踏まえまして、どのくらい設置すれば効果的か検

討を進めてまいりたいと考えているところでござ

います。 

●山田一郎委員  いろんなところの検討は多分

進めていかなきゃいけないと思うんですが、東京

都の港区ですとか、千代田区、これは東京オリン

ピックを契機として、また、大阪市は万博を契機

として全面禁煙にいたしましたが、規制の実効性、

これを確保するために、同時に喫煙所の整備も進

めている状況であります。札幌市もこうした自治

体の取組を参考にしながら、何よりやっぱり吸う

人も吸わない人も快適に過ごす、これが一番大事
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だと思いますので、こういったまちの実現に向け

て取組を進めていただくように求めて、次の質問

に移ります。 

 次に、今冬の大雪時のごみ収集の状況について

伺います。 

 本年１月25日、24時間降雪量が50センチを超え

るといった記録的な大雪に見舞われ、翌日月曜日

からは路線バスの運休、車の立ち往生など、交通

網が大きく乱れる状況となりました。 

 また、大雪の影響で道路幅が狭くなり、生活道

路では、車両の擦れ違いも難しい箇所が多くなり、

ごみ収集車の走行や作業にも大きな影響が出たと

認識しております。 

 このような道路状況でありましたので、ごみ収

集作業にも大きな遅れが生じ、通常であれば、夕

方には作業が終わっているところ、深夜まで続い

た日もあったように思います。過去に、令和４年

１月から２月にかけての大雪時には、当日中にご

み収集を完了することができずに、翌日に繰り越

したり、一部の区においては、通常の収集を停止

して、積み残し分の収集に専念したり、土曜日に

収集することもあったと記憶しております。収集

遅れが約２か月続いた当時に比べますと、今年の

状況はそこまで長くは続かなかったように思われ

ますが、やはり深夜まで収集が続くという状況は

好ましくなく、現場で作業に当たる収集作業員の

負担が大きくなるだけではなく、安全面の観点か

らも課題であると感じており、可能な限り避ける

べきであると考えております。 

 そこで質問ですが、今冬の大雪時のごみ収集作

業がどの程度まで時間がかかったのか、令和４年

のときとの比較も含めて伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  今冬の大雪時のごみ

収集の状況についてということでございます。 

 １月26日月曜日でございますが、この日が最も

遅くなりまして、最終搬入時刻が午前０時を超え

る状況でございました。翌27日も23時台だったも

のの、翌28日水曜日には、19時台へと回復したも

のでございます。追加で降雪のあった翌週２月２

日月曜日でございますが、この日も23時台に至り

ましたが、４日水曜日には、18時台へと回復し、

以降は通常の冬季と同等の状況へと落ち着いたと

ころでございます。 

 これは、約２か月にわたって収集の遅れが続い

た令和４年１月から２月の状況に比べますと、２

週間に至らない短期間で通常体制に戻っており、

当時のような翌日への積み残しや収集停止には至

らなかった状況でございます。 

 これは、幹線道路の排雪が早めに入ったことで、

搬送時間の長期化抑制につながったなど、当時ほ

どは路面状況が悪くなかったことが早めの回復に

つながったものと認識しているところでございま

す。 

●山田一郎委員  収集の遅れですが、令和４年

のときよりは長期化しなかったということであり

ました。ただ、今、答弁でも幹線道路の状況は早

めに改善されたということでありましたが、生活

道路の排雪はなかなか進まず、また、２月には気

温上昇も相まって、自家用車でもスタックする箇

所が多くあったように思います。この生活道路の

スタックに関しては、これまでパートナーシップ

排雪では、どの地域に排雪が入るか、あらかじめ

調整され、ごみ収集作業もそれに応じた調整を町

内会と行うことができておりましたが、今回の生

活道路の緊急排雪は、それこそ緊急避難的措置で

ありますので、いつどこの地域に入るか分からな

い状況であったことから、ごみ収集作業との連携

は難しかったのではないかと思います。ごみステ

ーションの数は、市内に約６万か所ございまして、

今後も少しずつ増えていくことが想定されている

中で、特に冬場の収集作業をいかに効率化してい

くということは、今後に向けた重要な視点であり

ます。 

 そこで２点目の質問ですが、今回の教訓を生か

して、収集作業が深夜まで至ることを極力なくす

ために、どのような対策を検討されていくか伺い
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ます。 

●沼田清掃事業担当部長  ごみ収集の今後の対

策についてということでございます。 

 今回の大雪時におきましても、ごみ収集の最終

搬入時刻は、地域によっても差が出ておりまして、

大雪時の対応としては、地域ごとに路面状況を適

切に把握することが重要であると認識していると

ころでございます。 

 また、生活道路の緊急排雪との連携につきまし

ては、今回、初めてということでありまして、除

雪センターとは可能な限り情報共有を行ったもの

の、事前に収集作業を調整するまでには至らなか

ったことから、今後は改善の余地があると考えて

いるところでございます。加えまして、例えば収

集現場から無線等で寄せられる現地のリアルタイ

ムの気象状況や路面状況を区を越えて全体で共有

し、応援体制を敷くことで、特定の地域だけが極

端に作業が遅くなるようなことを防ぐなど、長時

間化を抑制していくことが必要であると考えてい

るところでございます。 

●山田一郎委員  今、答弁で、路面状況の把握

ですとか、除雪センターとの情報共有、さらには

区域を超えた応援体制などについて、今後、検討

していくというようなことでありました。 

 収集についてでありますけれども、基本的にご

み収集は、拾っていろんなところに到着したとい

うところで、これで終わりかと思うと意外に終わ

りではなくて、例えば私が話を聞いたところです

と、ペットボトルの資源センターは、そこからま

たリサイクルの工場に民間の会社が運んでいくと

いうような形でございます。今回の大雪時の影響

で、その回収が遅れたので、その配送のトラック

にもちょっと支障が出たというような民間の声も

聞いております。札幌市は世界でも有数の豪雪地

帯の都市でもあります。冬季におけるごみ収集を

いかに安定的に維持していくかについては、市民

生活を支える基礎的な行政サービスとして極めて

重要な課題であります。除雪部門との情報共有や

連携の在り方については、今回のような大雪時こ

そ実効性が問われるものであります。現場の状況

や民間事業者への影響を含めて、しっかりと検証

し、より実効性のある体制の構築に取り組んでい

ただくことを求めて、次の質問に移ります。 

 次に、駒岡清掃工場のダウンウォッシュについ

て伺います。 

 駒岡清掃工場については、昨年７月に工事が竣

工して、８月から本格的な運用が始まっており、

おおむね順調に稼働しているところと伺っており

ます。そのような中、ダウンウォッシュが発生し

ており、その対策として、煙突を延長する工事を

予定していると伺いました。 

 そこでまず、質問ですが、ダウンウォッシュと

はどのような現象なのか、また、ダウンウォッシ

ュが発生した場合でも問題はないのか伺います。 

●早川施設建設担当部長  ダウンウォッシュ現

象とダウンウォッシュが発生した場合でも問題は

ないのかの２点についてお答えします。 

 まず、１点目のダウンウォッシュ現象ですが、

煙突から出た煙は通常、浮力が働くことで上昇し

ながら大気に拡散していきます。ダウンウォッシ

ュとは、煙突周辺に強風が吹いた際に、煙突背後

に発生します渦に巻き込まれて、煙が上昇せずに

地表方向に降りてくる現象を言います。 

 ダウンウォッシュが発生した場合でも問題はな

いのかにつきましては、煙突から排出される煙に

つきましては、環境影響評価を行い、ダウンウォ

ッシュが発生した場合も考慮し、大気汚染防止法

等の規制値よりも厳しい自主管理値を設定してお

ります。清掃工場では、その自主管理値を超過し

ないように監視しながら運転しており、周辺環境

に影響はなく、問題はないものと考えております。 

●山田一郎委員  今の答弁では、ダウンウォッ

シュ、これが発生しても周辺環境に対する影響が

ないという答弁でありました。 

 ただ一方で、今回、煙突から降りてくる煙を見

て不安に感じている住民がいるというのも聞いて
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おります。 

 そこで、次の質問ですが、今回の件について、

周知方法やタイミングについて、どのように考え

ているのか伺います。 

●早川施設建設担当部長  周知方法とそのタイ

ミングについてお答えします。 

 工場建設前の環境影響評価において、ダウンウ

ォッシュが発生しても周辺環境への影響はないこ

とを札幌市のホームページ等で公表するとともに、

住民説明会を行い、周知してきたところでござい

ます。 

 また、今回のダウンウォッシュが確認されたこ

とを受けて、煙突延長工事に係る生活環境影響調

査を行い、札幌市廃棄物の減量及び処理に関する

条例に基づき、今年の１月26日から２月26日まで

の１か月間、縦覧を実施したところです。 

 また、清掃工場に近い二つの町内会に関しまし

ては、１月下旬に周知しており、必要な範囲に情

報を提供できていると考えておりましたが、今後

は、煙突工事の着工前に、具体的な工事内容や日

程について、周辺地域に対して、案内文を配布し

たり、必要に応じて説明会を開催するなど、より

丁寧に周知を図ってまいりたいと思っております。 

●山田一郎委員  今回の件については、説明を

聞けば、安全性の面では影響がないという旨を周

知していたというようなことでありました。 

 しかしながら、やっぱり現場で実際に煙がモク

モクと下に降りてくる様子を見ている市民の皆さ

んからすれば、やはり本当に大丈夫なのか、これ

は不安に感じるのはむしろ当然のことだと思って

おります。行政としては、こうした市民の受け止

め方も、やはり先回りして考えながら対応してい

く姿勢が大切ではないかと考えております。その

ためにも、今回のような事象が起きた際には、局

内での情報共有はもちろんのこと、総務局の広報

部門と連携しながら、分かりやすい情報発信を行

っていくなど、広報の在り方についても、さらに

工夫していただきたいと思います。市民の安心に

つながる広報の在り方について、ぜひ今後一層取

り組んでいただくことを申し上げて、次の質問に

移ります。 

 最後に、さっぽろヒグマ基本計画の改定の方向

性と新たな技術の導入について質問いたします。 

 さきの代表質問では、我が会派から、昨年秋の

市内におけるヒグマの大量出没に対する受け止め

と次年度以降の施策について質問させていただい

たところであります。答弁の中では、出没が多発

した理由の一つに、生息エリア自体が拡大し、市

街地近郊に定着する個体数が増加していることが

挙げられるとのことでありました。市はこれまで

もさっぽろヒグマ基本計画2023の下、ゾーニング

管理を導入し、人とヒグマのすみ分けのための施

策を進めてきたことと理解しておりますが、昨年

秋のような出没が起きてしまうと、市の対策を上

回る勢いでヒグマが人の生活圏に迫ってきている

ということを感じざるを得ません。 

 一方、この問題は、札幌市だけでなく、昨年は

特に東北地方を中心に、クマ出没が相次ぎ、環境

省が２月に公表した速報値によると、今年度の全

国の人身事故件数は214件、被害人数は全国で236

人、うち死亡者数は13人と、過去最多だった令和

５年度を上回る見込みとのことであります。 

 このような状況の中、国においては、昨年11月

に公表されたクマ被害対策パッケージに加え、つ

い先日、特定鳥獣保護管理計画策定のためのガイ

ドライン(クマ編)の改定案が示されたところであ

り、クマとのすみ分け強化のための個体数管理や

出没防止等の対策により一層の推進に向けた方針

が示されました。特にガイドラインにおいては、

ゾーニング管理の概念が強化され、人の生活圏で

ある排除地域拡大とその周辺の管理強化エリアの

設定によって、人の生活圏にクマを侵入させない

というような考え方が示されたところであります。 

 札幌市においても、現在、昨年の出没等を踏ま

えて、計画の一部改定が進められていると聞いて

おりますが、今回の国が示した新たな方針も取り
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入れて検討を進めていただきたいと思います。 

 そこで質問ですが、現在、進めているさっぽろ

ヒグマ基本計画2023の一部改定について、まずは

捕獲強化という観点において、現時点での方向性

を伺います。 

●渡邊環境管理担当部長  計画改定におけます

ヒグマの捕獲強化の方向性について、お答えをい

たします。 

 ヒグマの生息域が拡大し、市街地近郊へ定着個

体が増加している現状を踏まえますと、計画改定

に当たりましては、捕獲強化に向けたゾーニング

の見直しが必要であると認識をしております。こ

のため、さっぽろヒグマ基本計画推進協議会にお

きまして、専門家のご意見を伺いながら、従来の

市街地ゾーンに加え、市街地周辺ゾーンについて

も緊急銃猟等、出没個体への対応強化を反映する

ゾーニングを検討しているところでございます。 

 また、都市近郊林ゾーンにつきましては、市街

地近郊のヒグマの低密度化を進める方向で見直し

を検討するとともに、当該エリアに定着している

個体に着目しまして、計画的な捕獲等についても

先行して実施してまいりたいと考えてございます。 

●山田一郎委員  現時点では、出没個体へより

厳しい対応を取りつつ、市街地近郊に定着してい

る個体については、ある程度予防的に捕獲してい

くという姿勢であることでありました。 

 今の状況を踏まえますと、これ以上に積極的な

対策を取っていくことが重要であり、ぜひとも今

の方向性で改定を進めていっていただきたいと思

います。 

 ところで、国の方針では、特に排除エリアや管

理強化エリアにおいては、捕獲だけではなく、誘

引物管理や電気柵設置など、被害防除対策を適切

に実施することも示されております。札幌市では、

これまでも侵入抑制策の徹底を計画の基本目標の

一つに掲げ、電気柵の普及や草刈り、放棄果樹伐

採等の活動等を中心に、様々な取組を講じてきた

ことは理解しているところであります。代表質問

においても、来年度は、周辺で出没が懸念される

市有施設への電気柵設置や緩衝帯整備を進めてい

くという答弁であったことではありますが、この

ような被害防除対策についても、さらに一歩踏み

込んで取組を進めていくという意思を改定計画の

中で示していく必要があるのではないかと考えま

す。 

 そこで質問ですが、計画改定において、被害防

除対策の強化という観点において、現時点での方

向性を伺います。 

●渡邊環境管理担当部長  計画改定におけるヒ

グマの被害防除対策について、お答えをいたしま

す。 

 委員ご指摘のとおり、ヒグマとのすみ分けのた

めには、被害防除対策につきましても、捕獲と並

行して進めていく必要があると考えております。

このため、被害防除対策につきましては、人の生

活圏への侵入抑制策の重要な要素としまして、電

気柵の普及や草刈りによる緑地の管理など、施策

をさらに推し進める考え方を計画改定に盛り込ん

でいく予定でございます。これに先行する形で、

次年度につきましては、昨年までの出没状況を考

慮しまして、円山動物園や小・中学校などに侵入

防止のための電気柵等を設置するほか、都市環境

林等の市有林を念頭に置きまして、森林整備を兼

ねた緩衝帯の創出等を進めてまいります。 

●山田一郎委員  被害防除に向けた市の姿勢で

すとか、次年度の取組についての答弁でありまし

た。 

 市が所有する公的な施設や土地から取組を進め

ることで、その場所をヒグマから守るだけでなく、

周辺住民などの対策への意識がより一層高まるこ

とを期待できることから、取組についてはしっか

りとＰＲすることも念頭に進めていっていただき

たいと思います。 

 ところでヒグマ対策は、行政が行うものはもち

ろんでありますが、担い手としては、市民個人の

ほか、民間企業も重要な役割を持つものではない
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かと思っております。聞くところによりますと、

クマをはじめとする全国的な獣害対策への期待が

高まっている中、大企業だけでなく、中小企業や

スタートアップ企業などから、自らの強みを生か

した商品開発を行っており、ヒグマ対策について

も、行政を含めた働きかけが行われているようで

あり、市にもそういった相談や問合せが来ている

と思います。行政としてよく知られた技術という

のは、安心感があるというのは理解するところで

ありますが、逆効果となるのは避けつつも、ヒグ

マ対策をさらに一歩進めていくためには、こうし

た新しい技術や機材を導入するという考えも大切

ではないかと思います。 

 そこで質問ですが、ヒグマ対策における新技術

の導入について、市の考えを伺います。 

●渡邊環境管理担当部長  ヒグマ対策における

新技術の導入について、お答えをいたします。 

 現行のさっぽろヒグマ基本計画2023におきまし

ても、ドローンやＡＩなどの最新技術や知見の情

報収集に努めることとしておりまして、改定後の

計画におきましても、新技術の活用は重要な取組

の一つであると認識をしております。委員ご指摘

のとおり、近年は追い払い機能を持つドローンや

自動走行型の見回りロボットなど、民間企業によ

る技術開発が進んでいることから、札幌市としま

しても、積極的な活用が必要であると考えてござ

います。今後は、こうした新技術の導入に当たり

まして、専門家のご意見も伺いながら、民間企業

と協力した実証実験も視野に入れながら、効率的

かつ実用的なヒグマ対策の在り方を検討してまい

ります。 

●山田一郎委員  ドローンやＡＩなど、新しい

技術についても情報収集を進めて、必要に応じて

実証実験なども検討していくとの答弁でありまし

た。 

 ヒグマ対策は、これまでの捕獲や電気柵といっ

た従来の取組に加えて、こうした新しい技術も組

み合わせながら、より効果的な対策へ進化させて

いくことが重要だと思います。特に札幌市の場合

は、市街地と自然が近接している都市であり、今

後もヒグマとの緊張関係は続いていくことが想定

されますので、従来のやり方だけでは限界がある

ということも、今回の出没状況から改めて感じた

ところであります。ぜひ札幌市においても、民間

企業や研究機関などとも連携しながら、新しい技

術や発想も柔軟に取り入れ、実効性のあるヒグマ

対策をさらに前に進めていただくことを求めて、

私の全ての質問を終わります。 

●森 基誉則委員  私からは、電気自動車の普

及促進について、お話を聞いていかせていただき

ます。 

 今定例会の代表質問において、我が会派では、

札幌市の財政状況が厳しさを増している中ではあ

るものの、気候変動対策は先送りできない重要な

課題であることから、2050年のゼロカーボンシテ

ィに向けた取組に関する市の認識について質問を

させていただきました。 

 市からは、市民や事業者の行動変容を促し、ゼ

ロカーボンシティの実現を促進していくとの答弁

があったところです。札幌市の気候変動対策行動

計画では、一つの柱として、移動の脱炭素化を掲

げており、中でも市民生活に密接に関わる自動車

の脱炭素化の取組として、電気自動車の購入補助

制度を設け、普及促進を図っているところと理解

しています。しかし、昨今の世界的な社会情勢を

見ると、電気自動車への切替えを目指していた状

況からスローダウンし、米国では電気自動車への

優遇措置を廃止するなど、変化が生じているよう

にも見受けられます。 

 こうした外部環境の変化は、市民の車両選択に

も少なからず影響を及ぼしているものと推察され

ます。 

 そこで最初の質問です。札幌市の電気自動車の

補助制度の概要と、ここ数年の予算の執行状況に

ついて伺います。 

●吉田環境都市推進部長  電気自動車の補助制
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度の概要と予算執行状況について、お答えいたし

ます。 

 委員ご指摘のとおり、移動の脱炭素化における

自動車の脱炭素化を進めていくためには、走行時

に温室効果ガスを排出しない電気自動車の普及が

重要と考えております。このため、同型同サイズ

のガソリン車と比較し、高額となる電気自動車の

購入費用のほか、電気自動車等に蓄えられた電気

を家で使用できるようにする装置でありますＶ２

Ｈや集合住宅の基礎充電設備の設置費用を一部補

助しております。ここ数年の購入等補助に係る予

算の執行状況といたしましては、令和５年が96％、

令和６年が34％、令和７年度が２月13日時点の申

請額でございますけれども、30％となっておりま

す。 

●森 基誉則委員  ただいまの答弁で、令和５

年の執行率は96％、かなり高かったんですが、直

近２年間では、大幅に低下しているという実態が

示されました。令和５年度の活況から一転し、普

及が足踏みしている現状は、自動車の脱炭素化に

向けた動きという意味では、不安を感じざるを得

ません。自動車に関する脱炭素の取組を着実に進

めていくためには、市場環境や消費者のマインド

にどのような変化があったのか、市民が購入をち

ゅうちょする障壁がどこにあるのかを明確にし、

精査することが必要と考えます。 

 そこで次の質問です。 

 予算の執行状況を踏まえて、電気自動車の普及

に当たっての課題をどのように分析しているのか

伺います。 

●吉田環境都市推進部長  電気自動車の普及に

当たっての課題について、お答えいたします。 

 予算執行状況の変動の要因についてですが、令

和４年から５年に、多くの新車種の販売があり、

選択肢となる車両が増えたことで多くの導入につ

ながったものと推測しております。 

 一方で、令和６年以降は、新車種の販売が少な

かったことや物価高騰などの影響も重なったもの

と考えております。さらに例年実施しております

市民アンケートの結果では、電気自動車導入への

障壁といたしまして、冬季の航続距離の不安や積

雪寒冷地でニーズの高い４ＷＤを含めた車種の選

択肢が少ないことなどが挙げられておりまして、

これらが課題であると分析しているところでござ

います。 

●森 基誉則委員  確かに新車が出ると、その

瞬間は爆発的に売れるものですよね。答弁により

まして、価格面や冬季の性能への不安に加えて、

４ＷＤを含めた車種の選択肢不足という雪国であ

る本市特有の課題が挙げられていました。 

 これらの課題を乗り越え普及を加速させるには、

経済的支援の継続はもとより、様々なアプローチ

が必要になると考えます。 

 そこで最後の質問です。電気自動車の普及に向

けて、今後、どのように取り組んでいく考えか伺

います。 

●吉田環境都市推進部長  電気自動車の普及に

向けた今後の取組について、お答えいたします。 

 電気自動車の普及に向けては、補助による導入

の後押しを継続することに加え、イベントで実際

に触れていただく機会を通じて、電気自動車の性

能などについて、広く認知していただくことが重

要だと考えております。さらに、国に対しまして

は、継続して市の重点要望や指定都市市長会議な

どの機会を捉えて、４ＷＤを含めた多様な車種が

開発、販売されるよう、政策的支援を要望してま

いります。引き続き、こうした施策や国への働き

かけによりまして、電気自動車の普及を図り、ゼ

ロカーボンシティの実現に向けた取組を確実に進

めてまいります。 

●森 基誉則委員  ゼロカーボンシティの実現

に向けた歩みを進めていくためにも、補助制度に

よる費用面での後押しの継続、また、本市特有の

課題に対しては、しっかりと国へ要望していって

ください。その上で、普及を加速させるには、補

助制度の活用について、やはり事業者との協力関
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係というものも重要になってくると思います。連

携して効果的にＰＲするなど、市民が前向きに検

討できるよう環境を整えていってください。 

 そして、少し違う視点になるんですが、今回、

電気自動車と表現したのは、バッテリー式のＥＶ、

いわゆるＢＥＶのことです。しかし、広義の電気

自動車にはＰＨＥＶと呼ばれるプラグインハイブ

リッド車や燃料電池自動車であるＦＣＥＶなど、

幾つか種類があります。最近では、ＰＨＥＶでも、

ＥＶモードでの航続距離が150キロ以上というも

のも市販され、日常の移動の多くをゼロエミッシ

ョンで走行可能となるよう技術が進歩しています。

今後はさらに航続距離の伸びも予想され、ＢＥＶ

と遜色ない可能性も出てきました。技術の進化は

ときにとんでもないブレークスルーを引き起こす

ことがありますので、今後の自動車の技術革新に

も注目し、移動におけるゼロカーボンを推進して

いっていただきたいと要望し、質問を終わります。 

●前川隆史委員  私からは、喫煙対策について

伺いたいと思います。 

 健康増進法の改正による受動喫煙対策強化の流

れを受けて、近年、全国の指定都市において、公

共空間での喫煙対策が大変な勢いで強化をされて

おります。札幌市においては、およそ20年前に、

当時の自民党、公明党、自民党第二議員会の３会

派が提出をして可決成立したポイ捨て等防止条例

において、条例の第12条で、喫煙制限区域におけ

る他人の身体を害するおそれのある喫煙を制限す

るとして、また、第８条では、公共の場所におけ

る喫煙をしないよう努めることを市民に求めるな

ど、この条例に基づいて、喫煙に関する規制を実

施してまいりました。しかし、私は2020年に改正

健康増進法が施行されて、国を挙げてのたばこ対

策が強化をされたことや、さらには、北海道がん

センターをはじめとした医療機関や医師会などか

ら再三にわたって、がん対策を進めるために、た

ばこ対策をしっかりやらなければいけないとの声

を受け止めて、札幌市の喫煙対策を抜本的に強化

すべきだと、これまで繰り返し指摘をさせていた

だいたところでございます。 

 そのかいあってか、札幌市でもようやく昨年

12月に、外部有識者から成る検討会を立ち上げ

て、都心部の喫煙対策の見直しについて議論が進

められております。 

 先日、開催をされました２回目の検討会では、

喫煙制限区域の拡大案が示されまして、令和７年

３定の決算特別委員会で、我が会派が指摘した大

通公園の西側ですとか、創成川公園の全域に加え

て、すすきの地区の大部分までも含まれるものと

なっておりました。あわせて、近年、喫煙者数が

増えている加熱式たばこについても、規制の対象

に加えるという案になっておりまして、一定の評

価をしているところでございます。ぜひ、まずは

この案のとおり、規制の強化を進めていただきた

いところでございますが、喫煙制限区域の拡大案

は、従来の区域の２倍以上の面積となっておりま

す。現状のポイ捨てや路上喫煙者の多い地区を取

り込んでいることや加熱式たばこが規制対象に増

えることからも、いかにして十分な実効性を担保

するかが課題であると思います。 

 そこで、まず伺いますが、より実効性のある規

制とするため、どのようにして違反者の取締りを

行っていくお考えか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  実効性のある規制と

なるための取締りの方法についてということでご

ざいます。 

 喫煙制限区域の拡大案は、委員ご指摘のとおり、

従来の面積の２倍以上になることから、巡回体制

の強化を検討するとともに、めり張りのある巡回

計画も必要と考えております。 

 一方で、有識者による検討会でも、取締りだけ

ではなく、周知啓発によってルールを守ってもら

えることが理想。ルールを守ってもらうためにも、

公衆喫煙所が必要という意見があったところでご

ざいます。そのため、マナーを守ってもらえるよ

うな周知啓発に重点を置いた対応や公衆喫煙所の
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整備について検討してまいりたいと考えていると

ころでございます。 

●前川隆史委員  規制の見直しが実効性のある

取組となるように、引き続き検討を進めていただ

きたいと思います。 

 また、巡回についても、取締りで札幌に来た観

光客などから過料を徴収するよりも、ルールやマ

ナーを巡回を通じて伝えていく在り方のほうが、

より現実的な対応として、観光のまちという点か

らも理解できるところでもございます。ただし、

今の答弁でも話がございましたが、喫煙所の整備

は、路上喫煙やポイ捨ての抑止となることも理解

できる一方で、ともすれば喫煙ができる環境を整

備することで、喫煙行為を推奨するように受け取

られるおそれもあると考えますが、この辺につい

て、お考えを伺いたいと思います。 

●沼田清掃事業担当部長  過大な喫煙所整備を

行った場合の懸念についてということでございま

す。 

 令和５年12月から喫煙所を設置して実証実験を

行っておりますが、たばこを吸える場所を確保す

ることにより、路上喫煙の減少に効果があるとい

うことが確認されているところでございます。喫

煙制限区域の拡大だけでは、その外に路上喫煙者

が移動するだけとなる可能性があるため、実証実

験の結果を踏まえつつ、新しい規制の実効性を確

保する必要があると考えているところでございま

す。喫煙所の検討に当たりましては、委員ご指摘

の喫煙所整備を過大に行った場合には、喫煙行為

を推奨するように受け取られるおそれがあると、

こういったことも考慮しながら、候補地などを検

討してまいりたいと考えているところでございま

す。 

●前川隆史委員  喫煙所の整備に関する考え方

については承知いたしました。 

 続けて伺いますけれども、都心部の喫煙対策に

ついては、大枠が固まってきたと思いますが、新

しいルールによる規制のスタートに向けて、今後、

どのようなスケジュールで進めていくご予定か伺

いたいと思います。 

●沼田清掃事業担当部長  新ルール運用開始の

スケジュールについてということでございます。 

 喫煙制限区域の拡大については、ポイ捨て等防

止条例におきまして、関係地域住民、関係団体等

の意見を聞かなければならないと規定していると

ころでございます。今後、検討会で議論いただい

た喫煙制限区域拡大案を基に、関係町内会などか

らの意見を聞きながら、最終的な喫煙制限区域の

拡大範囲を検討してまいります。その後、３回目

の検討会を開催し、喫煙制限区域の拡大範囲や喫

煙所の数や候補地などについて議論を行った後、

パブリックコメントによって、市民の意見を集約

し、新しいルールを確定させることとなります。 

 新しいルールにつきましては、周知期間を設け

た上で、令和９年夏頃からスタートさせたいと考

えているところでございます。 

●前川隆史委員  令和９年夏頃からということ

でございます。そして、また、喫煙制限区域の拡

大については、条例で、関係地域住民、関係団体

等の意見を聞かなきゃいけないと定められており

ますので、その際に、ちょっとぜひお願いしたい

ことがございます。それは、北海道におけるたば

この喫煙率や、肺がんの罹患率、死亡率が全国最

悪レベルにあるということをしっかりと情報提供

した上で進めていただきたいと、このように思い

ます。この点は強く要望したいと思います。 

 ２月15日の北海道新聞に、肺がん死亡率減へ本

腰との大きな見出しが目に入りました。記事の内

容としては、北海道がん診療連携協議会会長が北

海道がんセンターの平賀博明院長でございますが、

北海道はがん患者数が全国の中で極めて多いと。

そして、道民のがん死亡率で最も多く、さらに死

亡率が全国一高いのが肺がんであり、この最悪の

状況を脱しなければならないとして、このほど、

肺がんを最優先課題と位置づけた肺がんプロジェ

クトをスタートするとの、そういった内容でござ
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いました。さらに記事では、非常に厳しい数字の

データが示されておりました。それは、北海道の

肺がんの死亡率が仮に全国並みであったならば、

助かるはずだった命が、2018年から2022年の５年

間で、4,326人と47都道府県で最も多かったとい

う部分でございます。しかも、札幌にとって極め

て深刻な事実ですけども、その助かるはずだった

命4,326人の内訳を見ると、二次医療圏では、札

幌圏が1,537人と全国一多いと、このようにも記

されておりました。言うまでもなく1,537名の大

半が札幌市民でございます。 

 北海道がん診療連携協議会としては、充実した

医療の提供で、この厳しい状況を改善したいとも

書いてございましたが、もう説明するまでもあり

ませんが、高い喫煙率、受動喫煙、がん検診の受

診率の低さなども背景にあるのは、医師会をはじ

め、多くの専門家が、これまでも何度も繰り返し

指摘してきたところでございます。 

 以前は、肺がんの死亡率や喫煙率など、数字デ

ータとしてあまり公表されておらず、危機感が薄

かった部分があるかと思いますが、最近になって、

統計データとして厳しい数字が我々に次々と突き

つけられてきております。重要なのは、こうした

数字データを知った今、今後、どう施策に生かし

ていくのかということかと思います。 

 以前の委員会質疑でも指摘しましたが、今回の

喫煙制限エリア拡大を行っても、全国の指定都市

の取組と比べると、まだまだ遅れを取っていると

いうのが現実でございます。 

 札幌市は、第二次札幌市まちづくり戦略ビジョ

ンで、まちづくりの三つの重要概念の一つをウェ

ルネスと定めていることを強く自覚していただき

たいというふうに思います。 

 さて、今回、示されたエリアの拡大に伴いまし

て、喫煙所を一定程度整備をして、新しい規制の

実効性を確保するという考え方については否定は

当然しませんし、当然だと思っておりますし、ぜ

ひしっかりと進めていただきたいというふうに思

います。ただ、次々と明らかになってきた、こう

した肺がんの死亡率、死亡数が全国最悪という極

めて厳しい現実を知ったならば、たばこ対策の強

化は待ったなしだと、このように言わざるを得ま

せん。がん対策を推進しているウェルネス推進部

ともよく連携していただきたいですし、もっと訴

えたいのは、戦略ビジョンの責任者である秋元市

長が先頭に立って力強く対策を強化していただき

たいと、こういうことでございます。肺がん撲滅

プロジェクトとか、大きくスローガンを掲げて、

しっかりリーダーシップを発揮していただきたい

と、このように求めたいと思います。 

 そこで今日は、最後に伺いますが、秋元市長に

出席要請をし忘れましたので、ぜひ天野副市長に、

札幌市の厳しい現状を踏まえて、喫煙対策の札幌

市のご決意をお聞かせいただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

●天野副市長  喫煙対策に対する決意について

お答えいたします。 

 まずは、このたびの都市部の喫煙対策の強化に

つきましては、受動喫煙の防止ということはもと

より多くの方が訪れる観光都市札幌としての快適

な環境を確保することにつながる非常に重要な取

組だというふうに認識をしております。そのため、

札幌市民はもとより、札幌を訪れる多くの方々に

もマナーを守っていただけるよう、様々な形で丁

寧な周知を行うなどによりまして、まずは新しい

ルールの実効性をしっかり確保してまいりたいと

いうふうに考えております。そして、今後も喫煙

対策につきましては、ウェルネスを担当する部局

をはじめとして、関係部局とも連携を強化させな

がら、誰もが快適に過ごせるまちの実現に向けて

取組を進めてまいります。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。ちょ

っと辛辣な言い方かもしれませんが、この目先の

利害調整中心にならないように、市民の健康を守

る、命を守る、そのための予見性をきっちりと持

って、責任ある取組を推進していただきたいこと
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を強く強く強く求めて、私の質問を終わりたいと

思います。 

●長屋いずみ委員  私からは、ヒグマ対策につ

いて３点伺います。 

 さっぽろヒグマ基本計画2023は、北海道のヒグ

マ管理計画や環境省の指針を上位計画とし、出没

予防、生息域管理、広域連携を対策の柱としてお

ります。基本計画には、札幌市のように多くの人

口を抱えながら市街地のすぐそばにある豊かな自

然環境の中でヒグマが生息しているような都市は、

世界的にはあまり例がありません。このため、札

幌市には、将来的に発生し得る社会的な問題も考

慮した上で、人とヒグマがどのように共生してい

くべきかを考え、その実現に向けて、先進的な取

組を進めていく姿勢が求められていますと明記さ

れております。捕獲するだけではなく、ヒグマが

本来の姿で生きられる生息地をどう作っていくの

か考えながら進めるという、この計画の方向性に

私は共感しております。 

 一方で、現実には、クマの出没があります。そ

れを踏まえて伺います。ヒグマは、行政の枠を超

えて移動します。隣接自治体との情報共有は、対

策の根幹です。2021年に、東区で４名に重軽傷を

負わせたヒグマは、当別町方面から侵入し、札幌

市、当別町、石狩市、この間を行き来していたと

考えられています。この事例では、当別町側の国

土交通省開発局が、独自に注意看板を設置してい

たにもかかわらず、札幌市も隣接自治体も、その

情報を共有できていなかったと伺っております。 

本年１月の第１回ヒグマ基本計画推進協議会では、

委員からヒグマの見える化、すなわちどこに出没

し、どのように移動し、どこで捕獲されたかを可

視化する仕組みの必要性が提案されておりました。 

 そこで伺います。隣接自治体と個別出没情報等

を共有するなど、広域的なデータベースの構築も

図っていくべきと考えますが、いかがか伺います。 

●渡邊環境管理担当部長  隣接自治体との出没

情報の共有について、お答えをいたします。 

 委員からご指摘がありましたが、推進協議会に

おけます専門家から提案されました見える化につ

きましては、私どもとしましても、市民にヒグマ

の出没の危険性をあらかじめ周知して、早めの対

策や注意を促すという点では、被害の未然防止に

役立つものであり、効果的な取組であると認識を

しております。このため、専門家のご意見を伺い

ながら、これまで札幌市が蓄積してまいりました

個体識別情報の活用方法を検討するとともに、広

域的なデータの共有につきましては、北海道や近

隣自治体との間で機会を捉えながら協議を進めて

まいりたいと考えております。 

●長屋いずみ委員  ヒグマは、行政界を越えて

移動するという性質上、隣接自治体が個別にデー

タを管理するだけでは、対策に限界もあります。

ですから、動向をリアルタイムで把握できる自治

体の枠を超えた情報共有の仕組みが有効、こうい

った意見もあります。さっぽろ連携中枢都市圏や

ヒグマ基本計画推進協議会など、議論の場はある

と思いますので、本市から議題の一つとして提案

をしていただくよう求めます。 

 さっぽろヒグマ基本計画2023では、森林ゾーン

をヒグマが定着、生活している地域と位置づけて

おります。藻岩山や手稲山など、この森林ゾーン

の多くは国有林が占めており、ヒグマの生息域を

担保する上で、国との連携は不可欠です。しかし、

2021年度に、総務省北海道管区行政評価局が実施

したヒグマの人里への出没対策等に関する実態調

査では、国や道の出先機関に連携、支援を要請し

ている市町村は、僅か２割にとどまっており、一

層の意思疎通を図ることが重要とされております。

つまり、市町村と国の間の連携が十分に図られて

いない現状がうかがえます。 

 そこで伺います。札幌市はこれまで、国有林で

のヒグマ対策について、国とどのように連携して

きたのか伺います。 

●渡邊環境管理担当部長  国有林でのヒグマ対

策における国との連携について、お答えをいたし
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ます。 

 札幌市と酪農学園大学との共同研究によりまし

て、奥山でのヒグマの生息状況調査をしておりま

して、自動撮影カメラの設置や林道の通行許可な

ど、国有林を所管する森林管理局の協力を得なが

ら実態把握に今、努めているところでございます。 

 また、これまで森林管理局も参画しております

北海道主催のエゾシカ・ヒグマ対策連絡協議会や

昨年設置されました北海道ヒグマ対策推進会議等

を通じて、国との必要な情報共有を図っておりま

して、今後も緊密な連携を継続してまいりたいと

考えております。 

●長屋いずみ委員  実態調査では、どのような

支援ができるか、一概に明示することは難しいと

しながら、道や市町村がヒグマ対策を実施する上

で、要請があれば可能な限り対応したいと考えて

いる。要望があれば、管轄の森林管理所に、積極

的に伝えてほしいとしております。つまり、国は、

自治体側から積極的に発信してほしい、このよう

に述べております。看板設置や間伐など、具体的

な協力内容、ぜひ本市から積極的に要望して、効

果的なヒグマ対策を連携して実施するよう求めた

いと思います。 

 協議会で、ヒグマの分布の前線が市街地近くま

で来ており、もう少し前線を押し戻す必要がある。

都市近郊林ゾーンをもう少し広げることを検討す

べきと述べておりました。 

 そこで、次の質問です。生物多様性保全のため

の生態系ネットワークの構築とヒグマの市街地侵

入防止という政策上、相反する二つの目標をどの

ように両立させるのか伺いたいと思います。 

●渡邊環境管理担当部長  生態系ネットワーク

の構築とヒグマの市街地侵入防止の両立につきま

して、お答えをいたします。 

 生物多様性さっぽろビジョンにおきましては、

河川や公園、街路樹などの緑地によるネットワー

クを形成し、生物の生息環境や移動経路などの連

続性を確保するその一方で、ヒグマ等の市街地へ

の侵入を防止する対策も必要であるとしてござい

ます。このため、さっぽろヒグマ基本計画2023で

は、人は街で、ヒグマは森で、これを目指す姿と

しまして、市民の安全・安心の確保を最優先に、

ゾーニング管理による人とヒグマのすみ分けを図

っているところでございます。引き続き、緩衝帯

の整備や電気柵の設置等による人の生活圏への侵

入抑制策を進めますとともに、奥山をヒグマの生

息地として維持して生態系にも配慮することで、

人とヒグマの共生を目指してまいりたいと考えて

おります。 

●長屋いずみ委員  ゾーニングによる両立の方

針、これは理解しますけれども、現行のゾーニン

グが実態に追いついていない、こういう可能性が

あるのならば、見直しの検討時期やプロセスを明

確にすることが必要だと思います。 

 また、現場では、具体的にどちらを優先するか、

この判断が迫られる、こういった局面も生じると

も思います。その際の意思決定の基準と体制、ど

うしていくのか、事前に整備されるよう求めてお

きたいと思います。 

 今回、質疑させていただきましたこの３点、広

域情報共有、国有林との連携、生態系保全とゾー

ニングの両立、いずれも一部局の取組だけでは解

決できない課題です。隣接自治体、国、森林行政、

生態系保全、全てを連動させて、縦割りを超えた

体制で、人は街で安全に暮らし、ヒグマは森で本

来の姿で生きられる環境を整備されるよう強く求

めて質問を終わります。 

●伴 良隆委員  私は、１項目、事業系食品ロ

ス削減の対策強化について伺いたいと思います。 

 順次伺いながら、最後、梅田局長に、ふだんの

食ロスのご自身の取組、また、環境局内外での協

力してもらうときのポイント、ご所見を伺ってま

いりたいと思います。 

 さて、食品ロス削減、私がこの質問する資格が

自分はないというふうに自責の念を持っておりま

す。ふだんこういう仕事をさせていただいていま
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すと、2510（ニコッと）スマイルもなかなか守れ

ず、25分守れません。すみません。10分も守れま

せん。皆さんも心当たりがあると思いますけども、

私もよく使う北区内のあるホテルで、いつもウー

ロン茶１杯、今、会費7,000円、こういう状況で

ございまして、目の前のおいしそうな、実際にお

いしいんですけども、食べ物を実際に目の前にし

て残して帰ってしまうという状況もありまして、

具体的には、麻婆焼きそばを最後食べて帰りたい

ということが私の願いでございます。しかし、こ

れ、私も悪いんですけれども、しかし、ホテル側

も、実際にどう作るか、小分けにするか、あるい

は持ち帰れるようにするかといったこともありま

すし、また、宴会の主催者も、どういう形で、こ

の企画をされるかといったことも含めて、いろん

な工夫の余地がお互いあるんじゃないかなという

ふうに思っております。様々に、いろんな報道な

んかで苦しんでいらっしゃる世界でもそうであり

ますし、日本でもそうでありますけれども、せっ

かく作ったものが食べられない。あるいはそもそ

もその機会が与えられないといったことがある中

で、本当に私はこれでいいのかというふうにも思

っていますし、本当に、せっかくだったらおいし

いものを食べて帰りたい、あるいは持って帰りた

いというふうに思っているわけなんですが、なぜ

かなかなか持ち帰りにくいということもあります

し、持って帰らすということもしてもらえないと

いうことがあるわけでございます。 

 札幌市においては、新スリムシティさっぽろ計

画と言いますが、ここにも当然うたっているわけ

でありますし、議会においても、昔、問合せ、質

問がされたというふうに認識をしているところで

ございますが、しかし、コロナ禍を過ぎて、いろ

いろな小分けになったこともありながらも、しか

し、宴会という形もいろんな形で変わっていきな

がらも、やはり目の前に残された食べ物を見なが

ら帰るということが、まだ、あるんじゃないでし

ょうか。 

 そこで、こういった非常に命と関わるわけでは

ないんですけれども、つまり二の次、三の次にな

ってしまうようなこと、そのときの状況によって、

いろいろなことがある中で、必ずしも持ち帰ると

いうことが全てではないかもしれませんけれども、

非常に地味な質問でありますけれども、長い道の

りの中で、ぜひ、これを環境首都・札幌として、

食品ロスの削減というのではなくて、ゼロを目指

すまちというふうなことを、ぜひ掲げていってい

ただきたいという願いを持って質問させていただ

きたいと思います。 

 それでは、まず、確認になります。 

 事業系の食品ロス削減でありますが、札幌市の

計画の中に、どのように位置づけられているのか

確認をいたします。あわせて、現在、どのような

取組を行っているのか、過去の取組を含めて伺い

ます。 

●沼田清掃事業担当部長  札幌市の計画におけ

る位置づけと現在の取組についてということでご

ざいます。 

 新スリムシティさっぽろ計画の施策に、事業ご

みの減量、リサイクルの取組促進を位置づけてお

りまして、飲食店等と連携して食品ロス削減に取

り組むこととしているところでございます。事業

系の食品ロスの削減に向けた取組といたしまして

は、大型イベントでの広告やＰＯＰの掲出、食べ

残しを減らす運動である、2510（ニコッと）スマ

イル宴や小売店でのてまえどりに関するＰＲ動画

の放映に加え、食べ残した料理の持ち帰り運動の

定着に向けた持ち帰り容器の飲食店等への配布な

どを実施しているところでございます。 

●伴 良隆委員  ありがとうございます。沼田

部長がご答弁をしていただいていることは、中身

としては、それはふさわしいというふうに思いま

すが、なぜ清掃事業担当部長が答弁をされるかと

いうところも、ここも非常に妙なところだという

ふうに思います。これ、やはり無駄を出さないリ

サイクルであるとか、事業系のごみを減らすとか
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というふうな視点なんだと思うんですね。沼田部

長は広報も担当されていますし、ご立派だという

ふうに思いますけど、いずれはこれ、環境首都、

環境都市を目指すという意味では、環境都市推進

部がこういったことをしっかり答弁をしていただ

くというふうな機構になっていくのが、多分いい

のかななんて思っております。沼田部長のご答弁

ありがとうございます。 

 それでは、実際に、そのような取組がされてい

る中でありますが、なぜそれが進まないのか。そ

れは、様々な多方面それぞれが、まだ、課題を持

っていて、なかなかアプローチできていないとい

うふうになっているんだというふうに思います。

これが、なぜ進まないのか。先ほどのように、二

の次、三の次のことでもあるし、つまりケース・

バイ・ケースもありますし、お店もそれぞれ、お

客さんもそれぞれあると思います。生産者の顔が

映っているような場合もありますし、本当に作っ

ていただいている方々、運んでいただいている

方々、そして加工していただいている方々、料理

に加えて６次化を図っていただいている方々、そ

して、それをお皿からサーブしていただいている

方々、こういったことを考えますと、やはりこの

進んでいない状況というのは、私はよろしくない

と思います。 

 そこで、なぜこれが進まないのかということを

お聞きしたいと思います。言わば、そのときのそ

の雰囲気というケース・バイ・ケースもあります

が、雰囲気もあると思うんですね。何となく持ち

帰るといけないんじゃないか、持ち帰るのが何か

あたかもはしたないのではないかとか、ちょっと

気まずいとか、本当は目の前にある空揚げが三つ

あったら、１個ぐらいは子供に持って帰りたいな

とか、あまりがっつくのもどうかなとか、いろん

なこともあるかもしれない。でも、逆に言えば、

お店のほうからどうぞって、持って帰りますかっ

て言われれば、えっ、いいのというふうになるか

もしれませんし、こちらからもみんなが持って帰

る、もったいないよとなれば、持って帰ることも

できるかもしれない。２次会、３次会で、それを

食べてもいいかもしれませんけども、いろんな要

因があろうかというふうに思います。だからこそ、

この質問って難しいんだと思うんですよね。なか

なか万人に、そんなきれいごとというふうになる

ようなことを伝えていくというのは非常に難しい

し、なぜこれが進まないのかということをそちら

に問いただしても、なかなか苦しい部分もあろう

かと思います。 

 そこで、原因を探っていきたいと思います。こ

のような心理的な要因、持ち帰りの取組がなかな

か進んでいないように感じられておりますが、ど

のような課題があるとご認識されているのか、具

体的事例も含めて伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  持ち帰りの取組がな

かなか進まない、その原因についてということで

ございます。 

 今年２月に実施いたしました食品ロスに関する

市民アンケート調査から、宴会や会合は、それ以

外の外食よりも、お一人お一人に合わせた量や食

材の調整が難しいことから、食品ロス削減に取り

組んでいる割合が低いということが改めて確認で

きたところでございます。 

 また、食べ残した料理の持ち帰りにつきまして

は、利用したいと思っている方が多いものの、持

ち帰りができる店なのか分からずに言い出しにく

い。周囲の目が気になってしまう。持ち帰りに適

している料理や保存方法が分からないなどの考え

を持つ方がいることも分かり、これらの解消が課

題であると認識しているところでございます。 

●伴 良隆委員  私、小学校のとき、わんぱく

でして、給食がなかなか食べられないという子も

いました。それから、不得意だという食べ物もあ

りまして、私、それを全部いただいていました。

すごく感謝もしてくれましたけど、私自身もおな

かすいていましたしね。でも、そのときは両親か

らも、お茶わんに残された米粒一つも残さず食べ
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なさいと、もったいないと言いましょうか、作っ

てくれた人に感謝しなさいというふうに教わって

いたこともあります。単におなかすいているだけ

じゃなくて。これをどう進めていくかというとき

に、やはりその雰囲気というか、マインドとか、

そういったことというのを呼び起こすというのは、

札幌市政上、非常に難しいことだというふうに思

います。言わば、施策の優先順位というのが、も

しかしたら低いのかもしれない。先ほどのように、

清掃事業担当部長が答弁をされているという段階

でありますので、本当にその答弁として成り立っ

ているんですけれども、札幌市役所として、これ

を進めていけるのかどうかと思うところでござい

ます。このさらなる食の食品ロスの削減のために、

どのように進めていくのか、取組を具体化してい

くのかということを今後に向けて、地味ではある

んですけれども、確実にとらまえて、様々な事象

を捉えて、先ほどのように皆さん方に共感を得ら

れるような、なぜ持って帰れないのかなというふ

うな、そうだよね、そういうことあるな、でも、

どうやったら持って帰れるだろうかということを、

マインドだけでなくて、もちろんいろんな補助も

そうかもしれません。物になるかもしれない。き

っかけをつくっていく。それが実際に皆さん方に

行き渡って、そういう何か物を出せば、持って帰

れるような、札幌市が補助すれば持って帰るよう

な状況じゃなくて、みんなが自然と持って帰るよ

うな状況をつくらなきゃいけないと思っていると

ころでございます。 

 そこで伺いますけれども、さらなる食品ロスの

削減のために、本市では、今後、どのような取組

を行っていくのか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  食品ロス削減のため

の今後の取組についてということでございます。 

 アンケート調査の結果などを踏まえながら、食

べきりや持ち帰りを促すような取組を行ってまい

りたいというふうに考えているところでございま

す。具体的には、飲食店等に対して、食品ロスの

削減が、ごみ処理料金の節約につながるというメ

リットも示した上での持ち帰り容器の配布の継続

や利用者向けの表示や声かけなどへの協力の呼び

かけを行うほか、市民の皆様に対しましては、持

ち帰りを実施している店舗の情報や持ち帰りの際

の注意点について、ＳＮＳなどを活用した発信を

してまいりたいと考えているところでございます。 

 さらに、企業に対しましては、ＣＳＲ活動やＳ

ＤＧｓ達成に向けた取組の一環として、宴会や会

合を行う際の食べきりや持ち帰りへの協力の呼び

かけを行うほか、本市職員に対しましても、率先

して食べきりや持ち帰りに取組を周知啓発してま

いりたいと考えているところでございます。 

 このような様々な対象ごとに働きかけを通じて、

食べ残した料理を持ち帰りやすい雰囲気づくりを

行うとともに、食品ロス削減のマインドを醸成し

てまいりたいと考えているところでございます。 

●伴 良隆委員  様々な主体者を補足して、捉

えて、促していくという本当に地道なことなんだ

というふうに思います。食料自給率、日本は約

38％、そして北海道は218％ということで、食料

自給率、北海道が押し上げていると。北海道の人

が札幌で会ったときに、この頃、地方から来た農

作物は、空輸で海外にも行ってしまうということ

もございます。我々が目の前にある、私もいろん

な都市に行っても、やっぱり札幌、北海道の物っ

て一番おいしいなと感想を持ちますけれども、そ

の我々が、作られたものをどういただくかという

こと。あるいは作っていただくか、持ち帰るかと

いったことというのは、非常に重要なことだと私

は思っております。 

 食べ物、先ほど申した好き嫌いもありますし、

それはいろんなことがあろうかなと思います。そ

のときのケース・バイ・ケースもありますけども、

やはり食べ物を大事にしていくというのは、先ほ

ど給食の話もしましたけども、もちろん生産者の

ことも大事にしていくということだけじゃなくて、

物を大事にするというのは、世界でも評価されて
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いる、もったいないという言葉が世界共通の言葉

でありますけれども、やはり物を大事にするとい

うことは、人への感謝ということ、そして人を大

事にするということにつながっていくんだという

ふうにも思っているところでございます。感傷的

な話をしているわけじゃございませんで、先ほど

事業系のロスを少なくしていくということは、店

への啓発にもなりますし、これから経済界だけじ

ゃなく、市民にもこういった雰囲気づくりという

ものを積極的にやっていただきたいということを

元広報課長であられる沼田部長におかれては、よ

り一層、周知、広報していただきたいというふう

に思っているところでございます。 

 さて、梅田局長にご質問であります。 

 こういったことというのは、私もこの質問って

非常に難しいなと半年ほど悩んできました。やっ

ぱりきれいごとだよねって、じゃあ、伴さん、ど

うやってやっているのという話もある。だから、

これは難しいと思うんですよ。なので、やっぱり

我々がふだんできることをしっかりやっていくと

いうことと、声をかけ合っていくことと、梅田局

長におかれては、もちろん環境局内のお話、例え

ば有料ごみ袋、こんなものをお店のほうで、もち

ろん有料ですけど、配って、これを持ち帰りで使

ってどうぞと。実際に容器は無料で配っているわ

けですから、例えばこういうこともそうですし、

環境局内でもできることはあると思います。 

 また、様々なその経済部門、農業部門、先ほど

給食も言いました教育委員会、いろんなところで、

いろんなことの取組があるものの、札幌市が本当

に環境都市というものを目指しているのかどうか

と、行くのかどうかというあたりは、非常に重要

なことだと思います。そのときに梅田局長から、

私はこういうことをしているんだよというような

ことで、一緒にやろうよと。あるいは環境局内外

で、いろんな協力をしてもらうときのポイントと

いうのがあると思います。そこを伺いたいと思い

ます。 

 梅田局長のご所見でありますが、ふだんご自身

が行われている取組、そして環境局内外で協力を

していただくとき、この食品ロス削減をしていた

だくときのポイント、ご私見を伺いたいと思いま

す。 

●梅田環境局長  食品ロスについてのふだん私

が取り組んでいること。また、どういうことをこ

れからやっていけばいいかというふうなご質問で

ございます。 

 まずは、環境首都・札幌の実現を目指すまちと

して、この食品ロスというものは、事業系の一般

廃棄物のうちの中のかなりのウエートを占めるも

のでございます。大体先ほど２万トンぐらいとい

うことなので、これは市民、それから事業者、関

係者が協力をすれば、なくせるものであるという

ことでございます。ただ、現実には、先生からも

ご指摘のとおり、私も環境局内の宴会のときには、

通常みんな残さないで食べましょうという声かけ

はさせていただいておりますが、私が例えば外部

のいろんな会合で呼ばれて参加をしたときには、

挨拶する時間でほとんど終わってしまうので、残

念ながらできません。やはり持ち帰りも、心理的

に少しやりづらいというのは、これは現実でござ

います。これは、やはり日本のそういった宴会文

化、会合の文化というものがありますので、なか

なか急にかじを切ってやるというのは、非常に難

しいと思います。なので、少しずつできるところ

から、これは働きかけを行っていって、我々札幌

市が進めている2510（ニコッと）スマイル宴、こ

れをもっともっとＰＲをして広げていって、市民、

事業者、特に宴会の主催者の皆さんにご理解をい

ただいて、一言、宴会の司会の中で、なるべく皆

さん、食べ物は残さないようにしましょうという

ふうに言っていただける、そういった会合が少し

ずつ増えていけば、少しずつ前進していくのかな

というふうに考えてございます。ちょっと答弁に

なっているかどうか自信ありませんけども、引き

続き環境局としては、食品ロスの問題に積極的に
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取り組んでまいりたいというふうに考えてござい

ます。 

●伴 良隆委員  環境局長、ありがとうござい

ました。すみません、通告もしないでお伝えして

しまったんで申し訳なかったんですけども、これ

は本当に自責の念、自問自答もございますし、お

隣さんに声をかけ合ってやっていくものでもござ

います。お店のほうも、恐らく消費者、お客様に

何かあったらまずいとか、傷つけてしまうという

ふうなこともあろうかと思いますけど、少なくと

も、麻婆焼きそばは持って帰れるはずなんですよ。

調べましたけども。だから、それは私たちもお願

いをしてみたいと思いますし、今日、この質問す

ることは、ホテルさんにも関係者に伝えてござい

ます。私もお願いしてまいりたいと思いますけど、

梅田局長と今度ご一緒に食事したときは全部食べ

たいというふうに思います。どうもありがとうご

ざいました。 

●うるしはら直子委員  私からは、環境教育に

ついて、そして昨今のごみ収集の状況と大型免許

取得支援についての２項目について質問いたしま

す。 

 初めに、環境教育についてです。 

 近年、夏の酷暑や記録的な大雪、また、局地的

な大雨や山火事など、地球温暖化が一因と考えら

れている気候変動の影響を毎年のように肌身に感

じることが多くなってきております。 

 また、プラスチックのごみ問題や生物多様性の

保全など、地球環境を取り巻く課題が多様化・複

雑化する中、ＳＤＧｓの目標年次であります2030

年まで、あと数年となりました。未来を担う子供

たちのために、持続可能な環境を守っていくこと

は、本市の重要な責務であり、その基盤となる環

境教育の役割は、ますます大きくなっています。 

 本市におきましては、1996年に札幌市環境教

育・環境学習基本方針を策定して以来、実に30年

にわたりまして、各部局などでも様々な環境教育

を推進してきたと承知しております。 

 環境局におきましては、私も2021年の予算特別

委員会で取り上げたんですけれども、夏休み、冬

休みのエコライフレポートですとか、また、小・

中学生が環境活動の発表を行うこども環境コンテ

ストなど、身近な場で学ぶための多様な取組が行

われています。 

 また、総合環境イベントであります環境広場さ

っぽろなどは、コロナ禍におけるオンライン活用

といった工夫によって、この開催を何とか継続し

てまいりまして、停止していたほかの活動なども、

この再開後は、以前にも増して幅広い取組が展開

されていると伺っております。 

 このように、再び活動が活発となってきている

今、多様化する環境課題に対応しながら、さらに

環境教育を推進していくためには、企業ですとか、

団体など、様々な主体と協力して取り組む視点も

重要と考えます。 

 そこで質問ですが、現在、環境教育を行うに当

たり、企業・団体などとどのように連携して取り

組んでいるかについて伺います。 

●吉田環境都市推進部長  様々な主体との連携

による環境教育の取組について、お答えいたしま

す。 

 企業、団体など、様々な主体と協力しながら、

環境教育に取り組んでいくことは、最重要である

と認識しているところでございます。そこで、本

市では、昨年７月、教員を中心といたします研究

団体である札幌市小中学校環境教育研究会と子ど

も環境情報紙エコチルを発行する株式会社アドバ

コムとの３社で、札幌市の子供たちへの環境教育、

環境学習や啓発活動の推進に関する連携協定を締

結したところでございます。この協定に基づきま

して、両団体とは、現在、進めております札幌市

環境副教材のデジタルブックの作成や例年実施し

ておりますさっぽろこども環境コンテストにおき

ましても、ご協力をいただいているところでござ

います。 

●うるしはら直子委員  環境副教材のデジタル
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化、また、こども環境コンテストなど、札幌市小

中学校環境教育研究会、そして株式会社アドバコ

ムと連携しながら、この時代の変化に合わせた環

境教育を進めているというふうに受け取りました。 

 このデジタルブック化なんですけれど、今は既

に、１人１台端末が普及したこの学校現場におい

ては、もう紙媒体の教材を配布してしまいますと、

しまってしまうという可能性もありますので、こ

の活用ニーズ、大変高いと思いますので、ぜひ早

期の運用実現を期待いたします。 

 こうしたデジタル環境の進展や社会情勢の変化

に伴いまして、環境教育で学ぶ内容というのも大

変増えておりまして、さらに多岐にわたっており

ます。だからこそ施設見学であったり、また、体

験型の活動などで、この子供たちが五感で学ぶ機

会、これを充実させていくことも、この理解と意

識を育むという上で重要だと考えます。そのため

には、民間資金の活用を図るなど、今現在、限ら

れた予算の中でも最大限にこうして増えていくた

くさんの学びの機会を広げられるような事業の執

行の在り方、こうした工夫というのが大変必要で

あると考えます。 

 そこで質問ですが、環境教育を進めていくに当

たりまして、どのような工夫をされているのか伺

います。 

●吉田環境都市推進部長  環境教育を進めるに

当たっての工夫について、お答えいたします。 

 先ほど答弁いたしました連携協定に基づきまし

て、子ども環境情報誌エコチルにおいて、こども

環境コンテストへの参加募集やコンテストで発表

された子供たちの活動内容などについて広報して

いただいているところでございます。 

 また、環境副教材のデジタルブック化によりま

して、学校においても使い方が向上する上、これ

まで毎年必要としておりました冊子の印刷費です

とか、学校への配送費の縮減ということを期待し

ているところでございます。さらに、環境活動に

取り組む企業様から募った寄附を原資に、市内の

小・中学校に環境教育教材を寄贈するクリック募

金を長年継続しておりまして、参加企業や小・中

学校から大変ご好評をいただいているところでご

ざいます。 

 今後も環境教育の推進のため、工夫を重ねなが

ら事業の執行に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

●うるしはら直子委員  環境の課題って本当た

くさんあるんですけれども、それだけに、多岐に

わたっていく分、お金というのも大変かかる中で

すが、今、もちろん環境教育を進めていくことが

一番ですけれども、コストの面、確かに先ほどの

副教材であったり、また、基金であったり、そう

した取組をしながら進めていただいているという

ことがよく確認できました。こうした取組を通じ

まして、子供たちが単に知識を得ることにとどま

らず、将来、自ら考えて行動できる市民へと成長

していくことは、環境首都・札幌を次世代へつな

ぐ上でも極めて重要です。こうした大変な工夫を

凝らしながら環境教育が進むことで、若い時代か

ら環境活動に関心を持つ人材が一層増えることが

期待され、そして、そうした人材を育成すること

も、また、環境活動の広がりに資する上で、不可

欠と考えます。 

 そこで、この質問、最後の質問ですが、若手人

材の育成のために、どのような取組を行っている

のか伺います。 

●吉田環境都市推進部長  人材育成について、

お答えいたします。 

 人材育成に関する事業といたしましては、気候

変動問題などについて話し合い、専門家から学ぶ

さっぽろ気候変動タウンミーティングや小学生を

対象に地球環境について学ぶ環境教育・子どもワ

ークショップなどを実施しております。これらの

事業では、環境教育に興味があり、ワークショッ

プスキルを身につけたい方向けに、複数の育成講

座を実施の上、当日のスタッフとしてもご活躍を

いただいているところでございます。特にさっぽ
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ろ気候変動タウンミーティングでは、気候変動対

策に係る自発的な活動を希望する参加者に対しま

して、必要なサポートというものも行っておりま

す。これらの取組を通じて、環境活動に興味を持

つ人材を増やし、よりよい環境が次世代へ引き継

がれるよう、今後も若手人材の育成を図ってまい

りたいと考えております。 

●うるしはら直子委員  様々な取組の中で、そ

のスタッフでいた方たちを育成していくというこ

とで、今後についても大変大切な人材ですので、

これからもこの若手人材の発掘、育成につなげて

いただきたいと思います。 

 最後に、要望といいますか、少し提案を申し上

げまして、次の質問に移りたいと思います。 

 環境教育は、これからの時代には本当に不可欠

なものであると考えます。今回、改めて民間や企

業と連携した活動の輪が広がっているということ

が確認できました。そして、この環境分野の若手

人材の育成、これは本市の将来に向けた大切な投

資であるとも考えます。今後、例えば子供たちが

自分の体験、今してきた体験、これをまずアイデ

アに変えて、それを単に今やっているようなこの

発表、これもいいんですけれど、そこで終わらせ

るのではなくて、実際に、そういうことを、その

アイデアを地域や企業の中で形にしていく、そし

て実装していくといった場をつくることで、子供

たちが自分の行動が社会を動かしたというような

成功体験、こうしたものが生まれるのではないか

と考えます。 

 こうしたことを将来の歩みにつなげていきます

ように、こうした実践の場を継続的に、また、確

保して継続的に進めていくこと、これを求めてい

きたいと思います。 

 また、併せて環境教育、学びの場、これを今、

多忙である学校からさらに外へと広げていくこと、

これも大事だと考えます。その一つとしては、ま

ず、移動の手段、この確保は不可欠です。環境局

では、学校での環境関連施設の見学の支援を目的

として、校外学習バス手配事業というのを行って

おりますけれども、バス運転手の不足ですとか、

また、借上げ料金の高騰などによって、バスの手

配に苦労しているという話も聞いております。例

えばですけれども、近隣の施設、こうした見学な

どは、大型のバスに限定することなく、少し範囲

を広げてジャンボタクシーなど、子供だと定員を

少し多くして乗れますので、こうしたものを活用

することで、移動ですとか、駐車も楽になって、

より機動的な校外学習が可能になるのではないか

と思いますので、タクシーの事業者の方などとの

協力も仰ぎつつ、こうした検討もお願いしたいと

思います。 

 今後も様々な主体と協力しながら様々な工夫を

していただきまして、課題を乗り越えることによ

って、ますます環境教育を推進することを要望し

まして、この質問を終わりたいと思います。 

 次に、昨今のごみ収集の状況と大型免許取得の

支援について聞いていきたいと思います。 

 さきの我が会派の代表質問に対しまして、副市

長から次期の一般廃棄物処理基本計画、現行の新

スリム計画さっぽろ、これの策定に当たりまして

は、国の環境施策の動向を捉えるとともに、人口

減少等に伴う担い手不足など、本市を取り巻く社

会情勢の変化を踏まえていくことが重要な視点と

の旨の答弁がございました。この重要な視点とさ

れる担い手不足の中でも、特にごみ収集に関わる

労働者の確保については、一昨年の決算特別委員

会でも質問した経緯がありますので、本日はその

後の状況について２点ほど伺いたいと思います。 

 まずは、今年度のごみ収集の状況についてです。 

 本年１月からの大雪の影響で、ごみ収集作業に

おいては、非常に時間を要し、現場の職員、そし

て委託労働者の方々も大変なご苦労をされたと伺

っております。特に１月25日は日曜日であり、そ

の日の局地的な降雪により、翌月曜日からの収集

作業に大きな影響が出ました。例年、年始などの

繁忙期、この時期には計画的に車両を増車して対
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応されていますが、今回は臨時的な増車も難しい

といった状況下で、限られた車両台数での作業は

大変困難を極めたものと思います。実際に一線で

作業される現場からは、数年前の大雪に比べれば、

まだ、対応はできたけれども、それでも相当な厳

しさであったとの声も伺っております。 

 また、今年度は、夏場においても、７月の下旬

で熱中症警戒アラートが発令されるなど、連日の

猛暑に襲われ、炎天下の作業中に体調不良を訴え

る方が出るなど、非常に厳しい状況であったと伺

っています。さらには、９月から11月にかけては、

ヒグマの出没が多発し、警報及び注意報が出され

た際には、山側に隣接する六つの区におきまして

は、通常ですと警告シールを貼って残置していく

違法ごみ、これについても全て回収する全収集と

いう方法が実施されるなど、例年にない困難な対

応が続いて、さらには通常の収集作業が完了した

後にも、改めて回収に向かっているんだというよ

うな状況があったとのことです。こうした局面に

対しましても、この直営、そして委託ともに、一

朝一夕には身につかない熟練した運転手、作業員

の経験を生かして適切に対処いただいた場面が、

今年度は特に多かったのではないかと感じていま

す。 

 そこで１点目の質問ですが、今冬の大雪時の対

応を含め、困難が多かった今年度のごみ収集に対

して、主にどのような対応で乗り切っていかれた

のか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  困難の多かった今年

度のごみ収集に対して、どのような対応で乗り切

ったかというご質問でございます。 

 まず、大雪対応につきましては、ふだんはさわ

やか収集や地域支援業務を担っておりますごみパ

ト隊の職員をステーション収集の応援へ総動員し

たところでございます。加えまして、委託事業者

にもご協力を依頼し、可能な限り、収集車の臨時

借り上げを行い、１日当たり５台から10台の増車

を実施したところでございます。特に生活道路で

のスタック対応として、小型車両をできる限り多

く活用したことが功を奏したと認識しているとこ

ろでございます。そのほか、今年は、委員ご指摘

のとおり、猛暑やヒグマ対策など、困難な事案も

ありましたが、現場において、日々変化する状況

を清掃事務所を通じて適切に情報共有し、直営、

委託ともに、安全衛生を確保するとともに、相互

に適切な応援体制を実施できたものと考えている

ところでございます。 

●うるしはら直子委員  可能な限りの増車であ

ったり、また、その直営のごみパト隊の総動員、

そして状況に応じた小型車両の活用など、まさに

現場が一丸となってこの難局を乗り越えられたと

いうことがよく分かりました。気象状況ですとか、

野生生物の動向に応じて、臨機応変で適切な対応

をしていただいた現場の方々には、改めて敬意を

表するところです。 

 今回、私、この質問をするということで、ごみ

の収集の現場であったり、あるいはその工場、ま

た、パトの方たち、そうした皆様のお声を聞く機

会がございました。そうした声の中には、この大

雪対応に関しては、先ほども言いました数年前の

大雪に比べれば、まだ、対応できたとの声をお伝

えしたんですけれども、これは前回よりも、ただ、

時期が長期化しなかったとか、状況がよかったと

いう単純なそういうことではなくて、やはり過去

の経験、これがあったことで対処ができたという

ことではないかと思います。 

 また、猛暑での作業に関しましては、ふだん大

変体力に自信があるといった方からも、作業中に

意識が飛びそうになったとか、気が遠くなったと

いった切実な声も聞かれました。そして、ヒグマ

の緊急アラートの際、収集の作業においては、特

に安全装備のない状況でやっていたということも

伺っております。 

 こうしたお声、ちょっと時間もなかったので、

本当に十数人からの声ではありましたけれども、

ただ、その中でも、決して不満な声というのは一
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つもなかったんです。ご自宅に帰ってからは分か

りませんけれども、そういった中で、前向きに改

善したいというようなご意見が大変多かったとい

うことを受け止めております。こうした中で、本

当に過酷な中で働く皆さんですから、ぜひ非常時

でも過酷な労働環境から守るための労働安全対策、

これはもう必要不可欠ですので、改めて対策強化

の検討を求めていきたいと思います。 

 さて、こうした現場の奮闘を将来にわたって支

え、本市の収集体制を維持していくためには、何

よりも運転手の確保、これも不可欠です。 

 そこで２点目、大型免許取得支援制度について

伺います。 

 この件につきましても、一昨年の３定決算特別

委員会の場で、今後の運転手人材を確保していく

ための制度の創出が必要であると私から要望させ

ていただきました。本市のごみの収集車の運転に

は、まず、大型免許が必要ですけれども、運転手

が定年退職を迎える一方で、その補充を全て新規

採用で埋めることがなかなか難しくなっている状

況にあります。これまでは、個人的に大型免許を

保持する業務員を希望制で運転士へ登用すること

で補ってきていましたけれど、それだけではもは

や欠員を埋め切れないというのが実情です。 

 そうしたことを踏まえまして、運転手の育成に、

市が組織的に取り組む必要があるとの認識の下、

この制度の創設を求めてきたところです。 

 このたび令和８年度当初予算案において、その

取得支援が盛り込まれまして、６名分に相当する

240万円が計上されたところです。清掃事務所に

勤務する業務員は219名という規模ですので、こ

の６名という数は、厳しい財政状況を受けてのこ

ともあるかと思いますけれども、まずは制度が創

設され、次年度から運用が始まることは高く評価

させていただきます。 

 そこで質問ですが、この大型免許取得支援制度

を運用していくことによって、具体的にどのよう

な効果を期待し、担い手不足への対応をしていこ

うと考えられているのか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  大型免許取得支援制

度によって期待する効果と担い手不足への対応と

いうことでございます。 

 この支援制度が始まる令和８年度以降、当面の

間は、定年退職によって欠員となる運転手の補充

に対しまして、業務員からの職種変更を進める手

段として効果的に機能すると考えているところで

ございます。さらに、この支援制度を継続するこ

とで、職員全体の中での運転手の割合が増えまし

て、例えば収集車１台に乗車する職員のうち複数

が運転技術を有する環境を整えますと、長時間連

続運転の回避であるとか、当日の体調などに応じ

た職員配置や休暇取得促進などにもよい効果をも

たらすものと認識しているところでございます。 

 担い手不足の対応としては、限られた人員で最

大の効果を発揮するためには、誰もがどの業務に

も従事できる体制づくりが必要な視点であると考

えているところでございます。 

●うるしはら直子委員  着実に運転手を確保す

るための大きな一歩として、最大限に活用できる

よう、取得時の職場環境の整備、そしてさらなる

制度の充実、また、この事業をできれば委託事業

者への支援についても検討をお願いしたいと思い

ます。 

 最後に２点ほど要望いたします。 

 まず、今冬の大雪対応についてです。 

 さきの山田委員の質問にもありましたとおり、

このパートナーシップ排雪を今年は緊急排雪へと

切り替えたことで、例年のような除雪センターと

の除排雪情報の共有、これが機能せず、排雪作業

とバッティングして、収集不能となる現場が続出

したと伺っております。現場においては、ブルー

シートを用いて手作業でごみを運び出すなど、即

時の判断で乗り切ったとのことです。 

 その一方で、通年パートナーシップでは、入ら

ない場所の雪山が今年はこの緊急排雪が入ったこ

とでなくなって、作業のしやすくなった場所もあ
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ったとのことです。 

 また、工場に持ち込む時間というのも３時間か

ら４時間遅れたということも聞いているんですけ

れども、そこには作業で遅れたというよりも、場

所によっては、幹線道路で大きなところで長時間

の渋滞が続いたために遅れたといった、そのよう

な情報もございました。 

 こうした様々なお声があるんですけれども、今

回、この大雪のことであったり、対応について検

証する際、こうした現場の意見を今後の除排雪体

制にしっかり反映させていく、これは副市長もい

らっしゃいますのでお伝えしたいんですが、より

実効性のある連携体制を構築していただくよう強

く要望いたします。 

 また、収集車両の確保についてですけれども、

今回の大雪対応では、やはり小型車両が非常に有

効であることが改めて確認されたと思います。こ

の小型車両は、小回りが利くことに加えて、大型

免許がなくても運転できるという点は、今後の担

い手不足対策としても極めて有効であると考えま

す。数台の規模からでも計画的な小型車両の導入

を検討していただくことを併せて、強く要望いた

します。現場には今、女性の方もたくさんおられ

ます。全ての現場で汗を流す方々が意欲を持って

働き続けられる環境づくりに、今後も全力で取り

組んでいただくことを強く要望いたしまして、私

の全ての質問を終わります。 

●熊谷誠一委員  私からは、ヒグマ対策につい

て、捕獲の観点とＩＣＴを用いたヒグマ対策につ

いて、順次、質問させていただきます。 

 昨年の札幌市におけるヒグマの出没件数は360

件にも上り、私も登録しているＬＩＮＥに、ヒグ

マ出没情報が１日に何件も送られてくるという、

これまで経験したことのない状況でございました。

そうした中、西区ではクマに襲われ、けがをされ

た方もおり、私の住む中央区でも、頻繁に出没情

報が発出され、子供が通う小学校のすぐ目の前で

ヒグマの目撃情報があり、ここでは令和５年にも

同じように目撃情報があったところでございます

けども、今回は臨時休校になるなど、市民生活に

極めて大きな不安を与える深刻な状況が続いたと

ころでございます。こうした状況が今後も続く可

能性に大きな危機感を感じたことから、我が会派

では、科学的データに基づく個体数管理を徹底す

ることで、成果を上げている兵庫県のクマ対策を

視察させていただき、その取組を学んでまいりま

したが、改めて出没後の対処に追われるのではな

く、地域個体群の密度を適正に管理する管理型の

施策を徹底することの重要性を強く実感してきた

ところでございます。 

 さきの代表質問において、我が会派から現在の

札幌市の対策は、市街地に出没した個体を捕獲す

る事後対応が中心となっており、この方法だけで

は、山側の個体数が減らず、新たなクマが市街地

に押し出される悪循環に陥ることに懸念を示し、

市民の命と生活を守るためには、予防型のヒグマ

管理を広く導入し、ゾーニング管理における都市

近郊林ゾーンに加え、森林ゾーンも視野に入れた

生息数の管理に緊急に着手すべきと訴えたところ

でございます。 

 北海道ヒグマ管理計画では、札幌市を含む積

丹・恵庭地域個体群の推定個体数は約850頭とさ

れ、ヒグマとのあつれきが社会問題化していなか

った2001年から2010年頃の水準を目指すため、10

年間で1,030頭の捕獲目標が掲げられております。 

 また、環境省が令和８年２月16日付で示した特

定鳥獣保護・管理計画作成のためのガイドライン

（クマ編）の改定案では、現在、パブリックコメ

ント中でありますけども、積丹・恵庭地域があつ

れきを軽減するため、個体数管理が必要な地域に

分類されており、国としても明確に管理強化へか

じを切っております。 

 そこで質問ですけども、札幌市として、個体数

管理のための捕獲に積極的に取り組むべきと考え

ますが、いかがかお伺いいたします。 

●渡邊環境管理担当部長  個体数管理のための
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捕獲についてお答えをいたします。 

 札幌市では、北海道が策定しました北海道ヒグ

マ管理計画に基づきまして、問題個体の捕獲や春

期管理捕獲の推進によって、ヒグマとのあつれき

低減に向けて取り組んできたところでございます。

しかしながら、近年の生育状況調査におきまして、

市街地と近接しております藻岩山や三角山などで、

新たな親子グマが確認されておりまして、今後も

市街地への出没が懸念されているところでござい

ます。このため、市街地周辺において、積極的な

捕獲を進める必要があると考えており、ヒグマ対

策重点エリアを中心に、低密度化に取り組んでま

いります。 

●熊谷誠一委員  被害防止のための積極的な捕

獲についても、必要との見解であったかと思いま

す。先ほども述べたように、昨年は、市街地近郊

のみならず、これまで出没がなかったような地域

でも出没目撃情報が相次いだことから、住民のヒ

グマに対する恐怖と不安は確実に広がっており、

対策を求めるお声を多くいただいたところでござ

います。このような地域を含め、二度と市街地に

出没させないよう、侵入防止策に加え、捕獲に力

を入れていく必要があると考えます。これまでの

ような出没をしてから対応する事後対応型では、

市民の不安は解消されないことは明らかでござい

ます。再び市街地に出没させないためには、侵入

防止策に加え、被害が発生する前の予防的捕獲が

重要であります。 

 そこで質問ですけども、被害が発生する前の予

防的な捕獲について、どのように取り組んでいく

のかお伺いいたします。 

●渡邊環境管理担当部長  予防的な捕獲につき

まして、お答えいたします。 

 まずは、これまでも実施してまいりました人里

出没抑制のための春期管理捕獲につきまして、効

果的な場所を選定しながら、今年も引き続き取り

組んでまいります。 

 また、被害を未然に防止するため、箱わな等を

用いた予防的な捕獲についても、昨年までの出没

状況などを踏まえまして、設置場所や設置時期な

ど、具体的な手法を検討しているところでござい

ます。現在、進めておりますさっぽろヒグマ基本

計画の改定作業におきましても、予防的な捕獲を

行うべきエリア等について協議を進めているとこ

ろであり、市街地周辺のヒグマの低密度化を図る

ことで、市民の安全・安心の確保に努めてまいり

たいと考えております。 

●熊谷誠一委員  ありがとうございます。一旦

ちょっとここで要望を述べさせていただきたいと

思うんですけども、先ほどさきに答弁ございまし

たように、定着個体の低密度化に取り組むという

旨の答弁がございましたけども、そもそもこうい

うふうな状況になる前に、様々な専門家からもお

声があったところで対策を講じるべきではなかっ

たのかということも本当に思うところでございま

す。市街地近郊でのヒグマの出没が増加している

状況を踏まえれば、一歩踏み込んだ対策を札幌市

も行う必要があると思います。低密度化という言

葉がございましたけども、札幌近郊においては、

ヒグマを生息させない、また、出没させない、強

力な取組、対策をぜひともお願いしたいと思いま

す。 

 西区でのヒグマ被害では、一歩間違えれば命を

落としかねない事故になっていた可能性、それを

考えると、明日は我が身、我が地域に、そういっ

た事故が起きても何も不思議ではない、そういっ

た危機感を持って、ことに当たっていただきます

よう、心からお願い申し上げます。 

 次に、ＩＣＴを活用したヒグマ対策についてお

伺いいたします。 

 近年のヒグマ出没の増加は、市民生活に深刻な

影響を与えると同時に、対応に当たる行政職員や

猟友会の皆様にも大きな負担を強いていると思い

ます。こうした中、ＩＣＴなど、新しい技術の活

用は、効果的かつ正確な業務遂行の観点だけでは

なく、業務の効率化による人的リソースの創出と
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いう観点からも非常に重要だと考えます。昨年の

ヒグマ出没多発時には、担当職員が昼夜を問わず

対応に追われ、まさに寝る間もない状況であった

ことから、ヒグマ対策においても、より積極的な

ＩＣＴの活用が求められていると感じます。 

 そうした観点からも、昨年10月９日には、秋元

市長に対し、市民の命と暮らしを守るヒグマ対策

強化を求めた緊急要望を提出し、その中でＡＩカ

メラの設置の推進やドローンを活用した市街地へ

の侵入抑制策等の最新技術を積極的に活用するこ

と等を求めさせていただいたところでございます。 

 さっぽろヒグマ基本計画2023の中では、ＩＣＴ

等の技術を活用したヒグマ対策を推進するとうた

われており、国においても、環境省は鳥獣保護管

理行政の高度化に向け、ＩＣＴやデータ活用を強

化する方向性を示しており、市街地出没への迅速

対応やデジタル技術による効率的な個体管理の必

要性が議論されていると伺っております。 

 そこで質問ですけども、現状の札幌市のヒグマ

対策において、ＩＣＴ等の技術がどのように活用

されているのかお伺いいたします。 

●渡邊環境管理担当部長  現状のヒグマ対策に

おけるＩＣＴの活用状況についてお答えをいたし

ます。 

 ヒグマが繰り返し出没するおそれのある場所に

つきましては、自動撮影カメラを設置することで、

監視を強化しており、昨年10月に実施しました道

内初の緊急銃猟におきましても、ヒグマの早期探

知に効果を発揮したところでございます。 

 また、春期管理捕獲の実施に際しては、上空か

らドローンによるヒグマの痕跡等の探索を実施す

ることで、広範囲における作業の効率化と従事者

の安全性の向上を図ってございます。加えまして、

ヒグマの誘引物となるくるみの木の伐採を進める

に当たり、ドローンで撮影した画像をＡＩ技術を

用いて解析することで、くるみの木の分布を効率

的に把握するなど、これまでもＩＣＴを有効に活

用してきたところでございます。 

●熊谷誠一委員  ありがとうございます。現状

の取組については理解いたしました。 

 我が会派でも、以前よりドローンの活用に注目

しておりまして、昨年は、京都府の福知山を訪れ、

ハンティングドローンという名をつけられた、そ

ういった活用の取組状況を視察してきたところで

ございます。 

 ドローンに搭載されたスピーカーからは、大音

量でクマの嫌いな犬のほえる音を出したり、花火

による爆発音で追い払いを行う取組や暗視カメラ

によるパトロールの状況を視察させていただきま

した。さらに出没情報があった場合、職員やハン

ターの安全確保のために、ドローンを飛ばし、状

況を空から確認するという取組も伺いました。 

 札幌市においても、次年度はドローン等のＩＣ

Ｔ活用に予算を計上していると伺っております。 

 そこで質問ですけども、ＩＣＴの活用について、

具体的にどのようなことを実施していく考えかお

伺いいたします。 

●渡邊環境管理担当部長  今後のＩＣＴ活用に

ついて、お答えをいたします。 

 ドローンにつきましては、これまでの活用方法

に加えまして、次年度は、赤外線カメラやスピー

カーなどを搭載した機体を用いて、ヒグマの追跡

調査や市街地出没時における住民への避難誘導等

へ活用できるかどうか、そういった実証実験に取

り組んでまいります。このほか、捕獲従事者によ

る巡視や追い込み作業、これの安全性を高めるた

め、ＧＰＳによって複数の従事者間で、リアルタ

イムに位置情報を共有するシステムを試験的に導

入しまして、迅速、かつ的確な現場連携が可能か

どうか検証を行う予定もございます。 

 今後も技術革新や他自治体の先進事例などを注

視しながら、効果的にＩＣＴを活用することによ

って、実効性の高いヒグマ対策につなげてまいり

たいと考えてございます。 

●熊谷誠一委員  ありがとうございます。最後

に、ちょっと要望を申し述べさせていただきます。 
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 今、ご答弁ありました実証実験をはじめ、他地

域の取組を積極的にもちろん調査・研究していた

だきたいと思います。具体的には、ＡＩを用いた

取組として、ドローンで収集したクマの位置情報、

これをＡＩに読み込ませ、行動パターンを解析し

て、クマ出没予報の発出ができるのではないかと

か、ドローンを活用した自動パトロール体制など

も検討されております。今後の最新技術などもし

っかりと取り入れて、総合的なヒグマ対策を進め

ていただきたいと思います。 

 また、クマ対策費用の確保に活用ということで、

ふるさと納税を活用した取組もされているという、

そういったことが北海道新聞にも載っておりまし

た。そもそもそういったふるさと納税を活用する

というような、もう案件ではない状況かもしれま

せんけども、こうした取組によって、市民の皆様

がクマに対してのいろんな知見を深める機会にも

なるかと思いますので、こうしたこともぜひ検討

していただいて、クマ対策の総合的な取組を引き

続きよろしくお願いいたしまして、私からの質問

を終わります。 

●かんの太一委員長  ここで、およそ20分間、

委員会を休憩いたします。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午後２時53分 

      再 開 午後３時15分 

    ―――――――――――――― 

●わたなべ泰行副委員長  委員会を再開いたし

ます。 

 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●あおいひろみ委員  私からは、大きく２点、

ヒグマ対策についてと都心部の喫煙対策について

二つ質問いたします。 

 まずは、ヒグマ対策についてです。 

 ヒグマ注意報・警報の発出に至る判断及び対応

策についてです。 

 昨年秋の市内におけるヒグマの出没多発を受け

て、市の対応について質問させていただきます。 

 このことに関しては、我が会派からは、昨年の

第４回定例市議会において、想定外の出没増加に

備えた対応と体制の在り方や、さっぽろヒグマ基

本計画の今後の考え方について質問させていただ

いたところです。このときには、市の体制を中心

に答弁いただきましたが、想定外の出没増加とい

う点においては、それを市民にどう周知し、注意

喚起していくかということも非常に重要と考えま

す。市民への注意喚起の手法の一つとしては、北

海道が発出しているヒグマ注意報・警報がありま

す。この仕組みは、ヒグマによる人身被害を防止

するために、必要な注意喚起を行うとともに、市

町村等における効果的な人身被害防止対策につな

げていくことなどを目的に、令和４年度から始ま

ったものであり、札幌市においても、これまで注

意報が５回、警報が１回発出されています。特に

昨年の９月26日には、出没多発の状況を受け、市

内６区を対象に注意報が発出され、同日夜に発生

した人身事故により、西区では、警報発出に引き

上げられたところです。 

 ヒグマ警報は、昨年７月に、福島町で初めて発

出されたものでありますが、札幌市は、これに続

く２例目となり、昨年の出没多発を象徴する出来

事の一つとなったところです。 

 北海道では昨年、このほかにも全道至るところ

で注意報を発出する事態となり、こうした状況に

鑑み、今年１月には、より効果的な注意喚起や実

効性のある対策につなげていくことを目的に、実

施要領が改正され、発出基準が変更となりました。 

 具体的には、例えばヒグマ警報の発出基準が、

これまでの市街地付近での人身事故発生のみであ

ったものから、人を恐れないヒグマが市街地に頻

繁に出没するなど、人身被害の発生が非常に高ま

ったときとされ、注意報とともに発出される範囲

が拡大することになったものと理解しています。 

 こうした動きを受け、札幌市としても、今後の

出没時の対応として、市民への注意喚起の対応を

これまで以上に強化していく必要があるのではな
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いでしょうか。 

 そこで質問ですが、従来のヒグマ注意報・警報

発出時に、市民への周知等をどのように行ってき

たのか、また、発出基準見直しに伴い、市として

どのような対応をしていく予定なのか伺います。 

●渡邊環境管理担当部長  ヒグマ注意報・警報

の発出時の対応について、お答えをいたします。 

 昨年のヒグマ注意報等の発出に際しては、市公

式ホームページやＬＩＮＥ、Ｘによる速やかな周

知に加えまして、警報が発出された西区において、

特に出没が懸念された地域へのチラシの配布や出

前講座の開催によりまして、直接的な注意喚起も

行ったところでございます。このたび、北海道の

実施要領が改正されたことで、委員ご指摘のとお

り、より早い段階で注意報が発出される運用とな

りますため、札幌市としましても、これまで以上

に、迅速かつ的確な情報伝達が不可欠であると考

えております。今後も注意報等の発出時に、市民

がとるべき具体的な行動を様々な媒体を活用して

効果的に周知するとともに、事態の深刻さに応じ

まして、周辺のパトロールの実施や住民の早朝・

夜間の外出自粛要請など、必要な対策を講じてま

いります。 

●あおいひろみ委員  いろいろな手法で発出し

ているとのことでした。 

 私自身、ＬＩＮＥの配信設定で、ヒグマ出没情

報の夜間出没は受け取らないにしていました。し

かし、ヒグマの習性などを考えますと、夜間や明

け方の情報と、それによる市民の意識が重要と考

えます。ＬＩＮＥの配信が命を守るツールであり、

お知らせが慣れてしまわないよう、講座などで周

知できるとよいなと思っております。その市民の

意識醸成に向けた取組強化について再質問いたし

ます。 

 北海道のヒグマ警報・注意報の見直しに合わせ

た札幌市のさらなる周知や対応については、ぜひ

積極的に進めていただき、被害の拡大防止に尽力

していただきたいと思います。 

 一方で、ヒグマ警報・注意報発出時に、市民一

人一人へ、自分が何をすればよいかということを

しっかりと理解し、行動変容していただくために

は、平時からのヒグマへの意識醸成が重要になる

のではないでしょうか。意識醸成には様々なもの

があると思いますが、例えば現在、市が進めてい

る小・中学校のヒグマ講座は、全道的にも先進的

な取組であり、子供に向けた啓発という大変重要

な位置づけであると理解しています。 

 また、地域住民や学生が主体となって行われて

いる草刈り活動は、私も何度か参加させていただ

いており、見通しをよくするというだけでなく、

自らヒグマ対策に携わっているという意識が芽生

えるという効果もあり、非常によい取組であると

実感しています。 

 現在、昨年の出没を受け、ヒグマへの市民意識

は高い状態にあると思いますが、こうした意識を

継続させ、さらに高めていくためには、より工夫

した意識醸成の在り方が求められると考えます。 

 そこで質問ですが、今後、市民のヒグマへの意

識をより高めていくために、どのように取組を行

っていくのか、市の考えを伺います。 

●渡邊環境管理担当部長  市民のヒグマへの意

識を高めていくための取組についてお答えをいた

します。 

 主に小・中学生を対象としておりますヒグマ講

座は、子供の頃からヒグマについて正しく知り、

どのように行動すればよいのかを身につけてもら

う重要な取組であると認識をしております。この

ため、例年約30校で行っておりますヒグマ講座の

拡充に向けまして、これまでの各学校への案内の

送付に加えて、市教育委員会と連携して、本事業

の意義を様々な機会を捉えて学校に伝えるなど、

教育現場における関心と理解を深める方策を検討

してまいります。 

 また、これまで実施してきましたパネル展に加

えまして、民間イベントへの積極的な出店や企業

と連携した啓発活動など、官民の連携強化をする
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ことで、より多くの市民がヒグマに対する正しい

知識に触れる機会を増やしてまいりたいと考えて

おります。 

●あおいひろみ委員  意識醸成は１日にして成

らずと思います。先日、環境共生担当課の坂田課

長が登壇している、カラスとヒグマとヒトとの交

差点という市民団体のイベントに参加させていた

だきました。意図しない餌づけについてのテーマ

であって、市民の皆さんがそれぞれに思いを考え

て寄せていくという、とても有意義な会であった

と思います。そういったものに参加するのもとて

もよいと思いました。 

 私が参加している石山の草刈り、そして藻岩高

校の学生が卒業後も続けている草刈り活動では、

草刈りのときに、札幌市から配布される軍手やタ

オルなどみんなでそれを巻いて、汗をかきながら、

拭きながら草刈りをするというのが、とても私は

印象的でよい取組だなと思っております。タオル

や軍手に特別感があってうれしいのと、その草刈

りの後に行われる酪農学園大学の佐藤喜和教授の

最新の情報が得られる勉強会、そして地域の皆さ

んが考えたビンゴゲームなどの草刈り後のイベン

トなどもとても楽しいです。そういったことをし

っかりと見ることも札幌市の役目なのかなと思っ

ております。小さな予算でも、市民一人一人が取

り組むことで、命を守る取組になりますので、意

識醸成の取組をしっかりと見ていただくことを求

めて、この質問を終わります。 

 次に、都心部の喫煙対策の見直しの検討につい

て伺います。 

 先ほど来の質疑でもありましたとおり、現在、

ポイ捨て等防止条例に基づく喫煙制限区域の拡大

や加熱式たばこの規制対象への追加等が検討され

ているとのことでした。我が会派にも寄せられて

いる声でもあり、今後、札幌がより快適に過ごせ

るまちになるところを期待しているところです。

特に、すすきの地区での実効性の担保という課題

もありますが、市民や地域がつくり上げる取組と

期待するとともに、本市としても必要な支援につ

いての検討を求めておきたいと思います。 

 先ほども前川委員の質問で、令和９年頃にまと

まるスケジュールについて答弁がありましたけれ

ども、新しいルールがまとまった暁には、ルール

を知らなかったということがないように、しっか

りとした周知が必要であります。 

 そこで質問ですが、新しいルールをどのように

周知していくつもりなのか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  都心部の喫煙対策の

新しいルールの周知についてということでござい

ます。 

 現在は、散乱等防止指導員が巡回しながら、喫

煙者をはじめとした歩行者に対して、ルールの周

知を行うとともに、喫煙制限区域内に看板や路面

ステッカーを設置し、そこが喫煙制限区域である

ことを理解してもらえるようにしているところで

ございます。これらについては、新しいルールの

周知においても継続していく予定でございます。 

 また、今後、新たに喫煙制限区域になるところ

につきましても、新ルールの運用が始まる前から

指導員を巡回させ、周知を行っていきたいと、こ

のように考えているところでございます。 

●あおいひろみ委員  これまでと同様の取組を

継続するとともに、新たに喫煙制限区域となると

ころも新しいルールの運用前から巡回して周知す

ることを検討するとのことでありました。実効性

のある周知を検討していただきたいと思います。 

 シンガポールでは、渡航者に罰則規定をはじめ、

国のたばこ事情を入念に知らせ、注意喚起する国

もあると聞いています。札幌の事情を丁寧に説明

するためにも、本条例を上手に機能させていただ

きたいと思います。 

 昨日、巡回指導の方と一緒に市内を回りました。

指導員の方の話では、やはりインバウンドなどの

方がノースモーキングエリアということを知らな

くて、注意すると、Ｓｏｒｒｙと言って、そうい

う場面が多いとのことです。そういった規制に関
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する周知啓発と併せて、どこでならたばこを吸う

ことができるのかを伝えていかなければ、喫煙者

は困ってしまうのではないかと考えます。特に、

インバウンドも含めた観光客は、札幌の地理に詳

しいわけではないので、情報が必要と考えます。 

 今後、喫煙制限区域の拡大と併せて、その実効

性を確保するために、喫煙所を整備する方針であ

るとのことですが、整備手法によっても、アプロ

ーチの仕方は変わるとは想定しますが、喫煙所を

整備したとしても、きちんと利用されないと意味

がない。認知してもらうことも重要と考えます。 

 そこで質問ですが、新たに整備するものも含め

て、喫煙所のことをどのように周知していくつも

りなのか伺います。 

●沼田清掃事業担当部長  喫煙所の周知につい

て、お答えいたします。 

 都心部の喫煙対策に関するルール周知は、広く

市民に対して行うのは当然のことながら、特に都

心部の喫煙者への周知を強化することでより効果

的に路上喫煙を抑止することができるものと考え

ているところでございます。具体的には、平日に

おける都心部の路上喫煙者の多くは、オフィスで

働いている人であると考えられることから、都心

部にオフィスを構える企業に対しまして、ルール

の遵守と喫煙所の使用について、社員の方々への

周知を要請する予定としております。あわせて、

観光客に対しましても、喫煙所の場所を含めた都

心部の喫煙に関するルールにつきまして、札幌の

観光情報や宿泊するホテルの喫煙所において、掲

示等を行うなどして発信をしてまいりたいと、こ

のように考えているところでございます。 

●あおいひろみ委員  昨日の巡回のときのお話

なんですけれども、時々人通りの多い場所で立っ

て、三、四分立ち止まって啓発活動をしておりま

した。指導員さんの話では、この立ち止まってい

るときによく喫煙所はどこですかと聞かれること

があるそうです。きちんと吸いたい、きちんとし

た場所で吸いたいという人がいるということが分

かりました。ルールを守ってもらい、喫煙所を利

用してもらうためには、効果的な周知が不可欠で

あるため、具体化に向けた検討を求めていきたい

と思います。 

 近年、多くの指定都市で、公共の場所における

喫煙規制が強化されていますが、同時に喫煙所の

整備も行い、実効性の確保を図っているようであ

ります。情報発信の仕方についても、アプリの活

用など、他都市の事例を参考にして、新ルールの

スタート時から実効性のある取組となるよう求め

ます。 

 健康増進法が改正され、望まない受動喫煙を防

止する取組が始まり20年以上が経過しました。分

煙対策を行うとともに、禁煙を促す取組を一層充

実させることを求めて、私の全ての質問を終わり

ます。 

●福田浩太郞委員  わたなべ副委員長の初さば

きということでありますので、テンポよく質疑を

させていただきたいと思います。 

 私からは、次期一般廃棄物処理基本計画を見据

えた新たなリサイクルの検討について質問したい

というふうに思います。 

 来年度の予算案の中で、一般廃棄物処理基本計

画策定費ということで、次期基本計画の策定に係

る関連経費が計上されております。来年度より、

次なる基本計画策定に向けた議論が本格化してい

くものと考えるところです。先日の他会派の代表

質問では、次期計画の策定に当たっては、循環経

済への移行や脱炭素化といった国の動向を捉える

ことや人口減少に伴う担い手不足など、札幌市を

取り巻く社会情勢の変化を踏まえ、令和８年度に

設置する審議会において、検討を進める旨の答弁

が副市長よりあったところであります。 

 一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物の処理及び

清掃に関する法律、いわゆる廃棄物処理法に基づ

き策定をする一般廃棄物処理の長期的な基本方針

であり、当該計画の策定を通じまして、ごみの発

生抑制、リユースや再生利用、リサイクルなどの



 

94 

方向性を定め、新たに必要な施策を盛り込んでい

くものと考えており、特に新たなリサイクルにつ

いても、その実施について議論されるものと考え

ております。 

 そこで、まず１点目の質問ですが、当該計画を

策定する際の基本的な考えについてお尋ねをいた

します。 

●中村環境事業部長  一般廃棄物処理基本計画

を策定する際の基本的な考え方について、お答え

いたします。 

 環境省のごみ処理基本計画策定指針では、一般

廃棄物処理基本計画を策定する際には、ごみの減

量化やリサイクルに係る推進方策等を定めるもの

とされております。その推進方策等を定めるに当

たりましては、まずはごみの発生を抑制し、それ

でもなお廃棄する場合には、リサイクルなどによ

り、できる限り循環的な利用を行うものと示され

ております。 

 また、リサイクルを検討する際には、地域の実

情を踏まえつつ、再生品市場の存在や経済的価値、

再生利用の容易性、減量効果の程度等を総合的に

勘案し検討するものとされております。 

●福田浩太郞委員  ありがとうございます。一

般廃棄物処理基本計画の策定に係る基本的な考え

方、確認を含めて質問し、ご答弁をいただきまし

た。 

 次に、一般廃棄物処理基本計画策定費では、も

う計画策定だけではなくて、製品プラスチックリ

サイクルに係る調査費用についても予算計上がさ

れております。我が会派でも、かねてより関心を

示しているように、次の計画では、製品プラスチ

ックのリサイクルについても議論がされていくの

ではないかと思われます。 

 令和７年第３回定例市議会の決算特別委員会で

は、過去に行ったサウンディング型市場調査にお

いて、様々なリサイクルルートに係る提案が出さ

れたとご答弁をいただいており、それらの提案を

踏まえ、さらなる調査が必要であるということか

と思います。 

 そこで二つ目の質問でございますが、製品プラ

スチックのリサイクルについて、来年度はどのよ

うな調査を行っていくのか、また、調査結果をど

う次の計画策定に反映をさせていくのか、お尋ね

をいたします。 

●中村環境事業部長  製品プラスチックのプラ

スチックリサイクルの調査内容と、それから調査

結果の次期計画への反映について、お答えをいた

します。 

 この調査は、製品プラスチックのリサイクルに

つきまして、新たに民間施設を誘致する場合や既

存施設を改修し継続利用する場合など、複数の事

業手法を幅広く検討するものでございます。検討

に当たりましては、費用面をはじめといたしまし

て、再生材の品質や販路の確保、環境負荷低減効

果など、様々な観点で評価を行う考えでございま

す。 

 調査結果につきましては、審議会にお示しをし

た上で、次期計画における製品プラスチックリサ

イクルの位置づけや方向性についてご審議をいた

だきまして、その結果を踏まえまして、計画への

反映について判断してまいりたいと考えておりま

す。 

●福田浩太郞委員  ありがとうございます。製

品プラスチックリサイクルの検討の方向性、確認

をさせていただきました。 

 大都市札幌におきましては、大変多くの容器包

装プラスチックですら、大変な量のものが出てき

まして、それを現在１か所で分別、また、見える

化をしているわけでありますけれども、なかなか

これほど大規模なプラスチックの処理をしている

都市はないというふうに思っております。我が会

派も先進都市を様々視察をしておりますが、リサ

イクル事業者側でも、再生品の流通、今もお話が

ございましたけども、この分別をして再資源化を

するといいますか、この再生品を生み出すわけで

すけども、この流通の観点、出口のほうで、いろ
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いろ苦労しているというお話を聞いてまいりまし

た。例えば全国で初めて大臣認定ルート、33 条

ルートを取得をした仙台市では、今、製鉄所のコ

ークス利用というものが、この地域では現在、提

唱をして、北海道も提唱しておりますが、そうし

たことで大きな出口を失っております。 

 その関係もあって、今、固形燃料やペレットを

作っておりますが、あまりこうした出口の確保は、

リサイクル業界の努力だけでは限界があるという

ことで、動脈産業、いわゆるこの製造業や、また、

消費者側の再生品利用の理解促進というものが不

可欠だというお話が印象的でございました。 

 また一方で、昨年４月に認定の取得をした川崎

市のＪサーキュラーシステム、これは川崎市の重

化学工業地帯でございます。グループの製鉄所で

のコークス利用や、また、近隣の化学工場でのガ

ス化にはまだまだ余力があるということ。 

 また、加えて、広大な製鉄工場跡地でのマテリ

アルリサイクルなど、重工業地帯という特性を生

かして、再生品の行き先には全く困っていない対

照的なこの２例を目の当たりにしたところでござ

います。 

 今後、様々詰めていくというふうに思いますが、

ご答弁にもありましたけれども、運搬経費を考え、

また、リサイクル品の需要動向、そしてリサイク

ル事業者側の状況もしっかり聞き取っていただい

た上で、慎重に検討を進めていただければと思い

ます。 

 さて、プラスチックリサイクルは、札幌市が推

し進めているゼロカーボンの推進に寄与するもの

と考えますが、この製品プラスチックと同様に、

プラスチックが多く含まれている廃棄物として、

使用済み紙おむつがございます。2023年度に環境

省が実施をした調査によると、日本国内で排出さ

れる紙おむつは、2021年では、年間約235万トン

であるところ、これが2030年、９年たつと、245

万トンに、10万トン増加するという推計がされて

おります。高齢化の進行とともに、今後も排出量

の増加傾向が続くものと見込まれております。 

 国の第５次循環型社会形成推進基本計画におい

ても、紙おむつの再生利用の促進が掲げられてお

り、紙おむつリサイクルの実施や検討を行う自治

体を2030年度までに150自治体に増やすなど、具

体の目標まで掲げられているところです。 

 そのような中、昨年、民間企業が新たに、ここ

北海道、お隣の石狩市に事業所から排出される紙

おむつのリサイクルを想定した施設が新設いたし

ました。我が会派も、先日、視察をさせていただ

いたところであります。この施設では、集めた使

用済み紙おむつをパルプやプラスチックなどに分

離し、製紙工場のパルプ原料や公園など、野外で

使われる耐久性のあるプラスチック製擬木の原料

として再資源化すると聞いておりまして、資源に

乏しい我が国にとっても意義ある取組であると考

えております。 

 そこで質問でありますが、使用済み紙おむつの

リサイクルについて、札幌市として、どのように

考えているのか、現時点での認識をお尋ねをいた

します。 

●中村環境事業部長  使用済み紙おむつのリサ

イクルに対します現時点での認識についてという

ことでございます。 

 使用済み紙おむつは、高齢化等の進展に伴いま

して、排出量の増加が見込まれておりますものの、

国の調査結果等によりますと、現時点では、技術

面あるいは費用面において課題があるものと認識

しております。 

 一方、国においても、紙おむつのリサイクル拡

大に向けた取組を進めておりまして、今後、リサ

イクル技術のさらなる進歩やコスト低減も期待さ

れるところでございます。このため、石狩市に新

設された施設での処理状況を含めまして、まずは、

他自治体での実績などを注視してまいりたいと考

えております。 

●福田浩太郞委員  ありがとうございます。現

時点での認識、非常に仕方ないかなというふうに
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感じるところでございます。 

 いろいろ打合せをしていますと、やはり収集運

搬の課題もございます。 

 また、今、お話があった処理費用が高いものな

のかどうなのか。また、水を使うわけでございま

す。下水処理に与える影響など、様々に検証する

必要があるということは理解を致すところでござ

います。 

 しかし、循環経済への移行、そして脱炭素とい

う大きな流れからしっかりと検討していく必要が

あるというふうに思います。 

 また、脱焼却による環境負荷の低減、また、こ

れにより焼却炉のサイズ決定にも与える影響は小

さくないというふうに思ってございます。特にゼ

ロカーボンについては、令和４年度の某報告書に

よりますと、札幌市内で発生した使用済み紙おむ

つ量は、年間３万3,955トンと推計をされており

ます。大変多い量でございます。先ほどの食物残

渣よりも多いようでございます。これを全てリサ

イクルした場合、これ、装置メーカーの試算なん

ですけれども、焼却処理と比較をして、年間約１

万2,000トンのＣＯ２削減が可能になるということ

でございます。排出量削減効果等に一定の規模が

あり、市の環境目標と具体的に結びつけて検討し

うる分野の一つではないかと考えるところでござ

います。ぜひ取り組むべきであると申し上げて、

私の質問を終わります。 

●ふじわら広昭委員  私は、３項目質問いたし

ます。 

 １項目めは、大規模災害時における瓦礫などを

処理する一次置き場、二次置き場の確保と清掃工

場の耐震対策について。 

 ２項目めは、発寒清掃工場更新に合わせて、石

狩市と当別町のごみ受入れに伴う減量対策及び仮

称新発寒清掃工場建設の事業者選定について。 

 ３項目めは、市有施設の照明ＬＥＤ化について

です。 

 初めは、１項目め、大規模災害時における瓦礫

などを処理する一次仮置き場、二次仮置き場の確

保と清掃工場の耐震対策についてです。 

 最初の質問は、瓦礫などの仮置き場として使用

可能な市有施設についてです。 

 2019年３月策定の札幌市災害廃棄物処理計画は、

大規模災害時に発生する瓦礫や家庭ごみを迅速、

かつ適正に処理するための行動計画と位置づけら

れております。同計画では、震度７の地震が発生

した場合に、約704万トンの災害廃棄物が発生す

ることを想定しており、その量は、札幌市が処理

するごみ量の約12年分であることから、３年間で

処理することを基本としています。 

 また、既存施設にて、災害廃棄物の保管や処理

が困難な場合には、一時的に廃棄物を保管し、選

別などを行う仮置き場を設置することとしており、

その後、再資源化や最終処分を行うまでの手順を

定めております。この仮置き場は、災害廃棄物の

量や種類などに応じて、一次、二次の仮置き場を

設置することとしており、一次置き場では粗分別

を行い、二次仮置き場では破砕し、再資源化施設

や焼却施設への搬出を行うこととなっております。 

 また、仮置き場の候補地につきましては、１ヘ

クタール以上の市有地を活用する方針となってい

ますが、災害時には、道路や橋などのインフラが

被災し、移動が制限されるおそれがあるほか、自

衛隊の野営場や仮設住宅などとの優先順位を考慮

して選定していかなければなりません。 

 そこで質問ですけれども、一次仮置き場及び二

次仮置き場の候補地となる市有地は、豊平川の左

右にどの程度あるのか伺いたいと思います。 

●中村環境事業部長  仮置き場の候補地の箇所

数について、お答えいたします。 

 仮置き場につきましては、１ヘクタール以上の

面積を有します市有地から選定をすることを基本

としておりまして、公園や未利用の市有地等の利

用を想定しております。候補地となる１ヘクター

ル以上の市有地の箇所数につきましては、中央区、

東区などの豊平川の左岸、それから白石区、豊平
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区などの右岸で、それぞれ100か所程度となって

おります。実際に仮置き場を決める際には、市内

被災状況などに応じまして、自衛隊の拠点や仮設

住宅の建設用地などとも調整を行った上で、選定

することとしております。 

●ふじわら広昭委員  次の質問は、仮置き場の

運営・管理についてです。 

 仮置き場は、速やかに設置されることはもちろ

ん、その後の適切な運営・管理が重要だと考えま

す。一度に大量の瓦礫や廃棄物が集まるため、適

切な分別や管理が行われなければ、悪臭の発生や

害虫の繁殖、さらには火災の発生などの二次被害

を招き、周辺住民の生活環境を損なうおそれがあ

ります。 

 また、仮置き場で、適切に分別が行われないと、

その後の処理が滞り、街中の瓦礫の撤去がいつま

でも進まず、復旧が大幅に遅れるだけではなく、

処理コストも増大します。そのため、過去の災害

における仮置き場の運営・管理面での課題として、

職員自身が被災者となり、仮置き場の開設や管理

に十分な人員を割けなかった。あるいは民間事業

者との役割分担が曖昧で、混乱したといった事例

が挙げられています。 

 そこで質問ですが、仮置き場を適切に運営する

ためには、多くの人員や重機などの資機材が必要

であり、民間事業者との連携が重要だと考えます

が、札幌市として、仮置き場の管理運営をどのよ

うな体制で行うのか、迅速な復旧に不可欠な収集

運搬車両や人員の確保について具体的にどのよう

な民間団体と協力体制を構築しているのか伺いた

いと思います。 

●沼田清掃事業担当部長  仮置き場の運営・管

理について、お答えいたします。 

 札幌市では、大規模地震等の発災時には、環境

局職員による仮置き場運用グループを編成し、仮

置き場を開設することとなっております。開設後

は、廃棄物処理業者で構成されます公益社団法人

北海道産業資源循環協会と締結しております震災

等廃棄物処理の支援に関する協定に基づきまして、

車両や人員の確保を含め、災害廃棄物の収集運搬

や処分だけでなく、仮置き場の運営・管理を委託

する体制としているところでございます。 

 また、札幌市と同協会は、道内他自治体ととも

に、毎年、環境省が主催する大規模災害を想定し

た仮置場設置訓練に参加しており、現場レベルで

の具体的な対応を確認しているところでございま

す。 

 今後も災害発生時に、迅速かつ適正な仮置き場

の運営・管理ができるよう、平時からの連携をさ

らに強固なものとしていきたいと考えているとこ

ろでございます。 

●ふじわら広昭委員  この仮置き場などについ

ての要望を申し上げて、次の質問に移りたいと思

います。 

 災害の規模にもよりますけれども、先ほども申

し上げたように、札幌の計画では、最大約 700万

トンの瓦礫などが出るということが想定されてい

るわけであります。 

 先ほど部長から様々な対策などについては答弁

いただいたところでありますけれども、やはり

700万トン、あるいは500万トン、300万トンとい

う一定のシミュレーションをしながら、その場合

には、どこに仮設住宅を建てるのか、自衛隊の野

営地を置くのか、そして瓦礫などの受入れ、処理

をする一次、二次置き場をどこに確保していくの

かということをもっときめ細かく準備をしていた

だきたいと思います。 

 答弁にもありましたように、公園ですとか、市

有地の未利用地などがあるわけでありますけども、

調べてみますと、公園というふうに位置づけられ

ているところは、種類は、街区公園から近隣公園

などがありますけれども、10種別の公園がありま

す。その箇所数は2,744か所で、総面積は2,505ヘ

クタールとなっているわけであります。 

 しかし、こちらからも指摘しましたように、１

ヘクタール以上の面積がなければ駄目だというこ
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とであります。単純計算しますと、700万トンの

瓦礫を１ヘクタール当たりの土地に置く場合に、

何か所ぐらい単純計算で必要かというと、これを

計算していきますと、700か所ぐらい必要になる

んですね。例えば、700万トンのごみ、瓦礫を比

重0.2％に仮定をして、計算をして、高さ５メー

トルまでこれを積み上げていくということになる

と、やはり今、申し上げたように、700か所ぐら

い必要になると思うわけであります。 

 そういう意味では、使える公園も限定されてく

るわけでありますので、ぜひ、そうしたこれから

は詳細な準備をしなければいけないというふうに

私は思いますので、一般社団法人の廃棄物の処理

の団体などとも協議をして、具体的に札幌市が災

害が起きた場合には、重機をどのくらい札幌市に

確保していただけるのか、そうしたことまでも私

はしっかりと対応していかなければいけないとい

うふうに思っているところでありますので、ぜひ

ともそうした準備をしていただきたいと思います。 

 次にこの項目の最後の質問でありますけれども、

清掃工場の耐震についてです。 

 15年前の2011年３月に発生した東日本大震災で

は、仙台市の複数ある清掃工場が地震の被害に遭

い、使用できなくなりました。某メーカーと某自

治体の協力により、同自治体の新規清掃工場に納

品する予定のプラント設備を仙台市に活用し、ご

みを複数年にわたり焼却した事例があり、私も現

地へ視察調査をしてきたところであります。 

 そこで質問ですが、札幌市内には、清掃工場が

３か所ありますが、月寒断層地震による影響で最

も大きな被害が想定されるのは、白石清掃工場と

思われますが、2002年11月に竣工した同清掃工場

の耐震対策はどのようになっているのか、改めて

伺いたいと思います。 

●早川施設建設担当部長  白石清掃工場の耐震

対策について、お答えします。 

 白石清掃工場は、1981年に施行されました改正

建築基準法における新耐震基準のほか、1996年に

制定されました官庁施設の総合耐震計画基準に基

づきまして設計されており、大地震の発生時にお

いても、人命の安全や施設機能の確保がされるよ

う、耐震対策が図られております。 

●ふじわら広昭委員  この項目についての要望

を申し上げて、２項目めに移りたいと思います。 

 部長の答弁にあったように、新基準などの対策

が行われているわけでありますけれども、地震は

起きてみないと分からないという、こうした課題

も残っているわけであります。そういう意味で、

特に白石清掃工場は、河川の近くにあったり、非

常に地盤の悪いところに設置がされております。

なかなか地下にはたくさんのもう200本、300本近

くのくいが打ち込まれていて、建物自体は、崩壊

しないというふうには思うんですけれども、常日

頃からの点検が必要だと思うんですね。例えば、

ごみ収集車などがピットに行く中で、いわゆるス

テージと呼ばれる大きなスペースがありますけど

も、その下は土があって、くいがむき出しになっ

ているんじゃないかなというふうに私は思うわけ

でありますけれども、専門家の皆さんにアドバイ

スを伺いましたら、やはり白石清掃工場の場合に

は、河川の近くもあったり、また、地下水などの

関係で、やはり土が流れてしまう。そうした可能

性もあるし、定期的にくいを確認できるところに

入る場所があるはずなので、そこからくいが折れ

ていないか、そうしたことも点検をしっかりして

おくことが必要ではないかというアドバイスをい

ただいたところでありますので、ぜひともそうし

た対策を白石清掃工場だけじゃなくて、ほかの清

掃工場においても取っていただくことを求めて、

次の質問に移りたいと思います。 

 次は、２項目め、発寒清掃工場の更新に合わせ

て、石狩市と当別町のごみ受入れについてです。 

 最初の質問は、広域処理の協議に関する覚書に

基づく協議についてです。 

 現在、石狩市の清掃工場は、１日の処理能力が

180トンの焼却炉がありますが、老朽化のため、
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更新などの検討が行われてきました。その後、石

狩市、当別町から札幌市の清掃工場での受入れが

打診され、札幌市からは、ごみ減量に取り組む必

要性についての働きかけを行い、各自治体が減量、

資源化に取り組むことを明記した広域処理の協議

に関する覚書を締結しています。昨年の決算特別

委員会の質疑で、石狩市の2024年度のごみ排出量

は、１万8,302トンで、石狩市の一般廃棄物処理

基本計画の基準年であります2019年度の１万

8,196トンから106トン増加していることが明らか

になりました。その内訳は、市民１日当たりの家

庭ごみの排出量は、基準年度の567グラムから14

グラム減の558グラム、事業ごみの排出量は、基

準年度の4,527トンから1,239トン増の5,766トン

とのことでありました。 

 また、同じ質疑の中では、広域処理に向けた協

議において、各自治体の減量施策やごみ量に関し

て、適宜、確認を行っているとの答弁がありまし

た。 

 そこで質問ですが、昨年の決算特別委員会以降、

石狩市、当別町と行ったごみ減量に向けた協議内

容について伺いたいと思います。 

●中村環境事業部長  石狩市、当別町とのごみ

減量に向けた協議内容について、お答えをいたし

ます。 

 今年１月に、石狩市、当別町とごみの受入れに

向けた協議を実施しておりまして、各自治体のご

み減量の取組についても意見交換を行ったところ

でございます。その中で、石狩市といたしまして

は、家庭ごみは減少傾向であるものの、石狩湾新

港地域の操業企業数の増加などによって、事業ご

みが増加傾向にあるため、その対策について検討

を進めているとのことでございました。 

 また、当別町としては、ごみの減量は計画以上

に進んでいるけれども、さらなるリサイクルの拡

充を目指して、検討を進めているとのことでござ

いまして、各自治体におけるごみの減量や資源化

の取組について確認をしたところでございます。 

●ふじわら広昭委員  次の質問は、石狩市の石

狩湾新港地域から排出されるごみ減量対策につい

てです。 

 石狩湾新港地域は、流通地区、工業地区、管理

支援地区など、５地区に区分されており、石狩市

と小樽市にまたがって造成されています。石狩市

の分譲可能面積約1,035ヘクタールのうち、既に

操業している企業の面積は、2024年度で、約848

ヘクタール、事業者数は632社となっており、今

後も分譲可能面積は、まだ、約187ヘクタール残

っているため、さらに事業ごみが増えることが懸

念されるところであります。 

 そこで質問ですが、石狩市が事業ごみについて、

2030年度までにどのくらい増えると見込んでいる

のか、また、事業ごみに対してどのような減量対

策を考えているのか、札幌市が把握している内容

について伺いたいと思います。 

●中村環境事業部長  石狩市の事業ごみの増加

見込みと減量対策についてでございます。 

 石狩市では、事業ごみの傾向につきまして、

2021年度に大幅に増加したものの、その後、増加

幅が鈍化していることや石狩湾新港地域において、

新たに操業する事業者の動向も見通せないという

ことで、現時点では2030年度までの事業ごみ量を

予測することが困難であると聞いております。そ

のため、関連する統計値等の情報収集を継続して

行い、2030年度の一般廃棄物処理基本計画の見直

しに向けて、事業ごみ量の目標を検討していく方

針であるとのことでございました。 

 また、事業ごみの減量対策といたしましては、

事業者に対して、排出抑制を促す啓発や紙のリサ

イクル推進に向けた取組について検討を行ってい

ると聞いております。 

●ふじわら広昭委員  ぜひとも減量に向けて協

議をさらに深めていただきたいと思います。 

 次は、仮称新発寒清掃工場の事業者選定につい

てです。 

 最初の質問は、今後の事業などの進め方につい
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てです。 

 環境局は、2025年５月に発寒清掃工場の更新に

向けた事業基本計画を策定しています。同計画で

は、2034年度の竣工を予定し、新駒岡清掃工場と

同様、高効率発電などにより、ごみを焼却すると

しています。 

 また、稼働年数は、環境省のインフラ長寿命計

画では、清掃工場の耐用年数は20年から30年とさ

れていますが、新発寒清掃工場では、耐久性の高

い設備の導入やメンテナンスに配慮した建築設計

をすることによって、長寿命化を図り、30年以上

の稼働を想定しています。現在、環境局では、要

求水準書の策定を進めております。 

 そこで質問ですが、今後、要求水準書の公表時

期及び事業者選定委員会の設置と開催時期、並び

に入札公告時期はいつ頃になるのか伺います。 

 また、先ほど申し上げましたが、30 年以上の

稼働を想定していますが、要求水準書では、これ

を担保するのにどのような性能などを求めている

のか伺いたいと思います。 

●早川施設建設担当部長  要求水準書の公表時

期及び事業者選定委員会の設置時期、並びに入札

公告時期及び30年以上の稼働を担保するために、

要求している性能等についてお答えします。 

 まず、１点目の要求水準書の公表時期等につき

ましてです。 

 工事の発注仕様書に相当します要求水準書につ

きましては、令和８年秋頃に実施方針として公表

を予定しております。事業者選定委員会は、令和

８年夏頃に委員会を立ち上げ、令和８年度中に３

から４回、令和９年度中に２から３回の開催を予

定しております。 

 入札公告は、令和９年４月頃を予定しており、

令和10年３月頃の本契約締結を目指しております。 

 ２点目の30年以上稼働の担保についてですが、

新しい発寒清掃工場では、30年以上の長期稼働を

想定していることから、高温にさらされる焼却炉

内部に耐久性の高い材質を採用することや将来的

に設備更新を見据えた建物構造にするなど、長寿

命化に資する対策を求めていく考えでございます。 

●ふじわら広昭委員  次は、事業者選定に当た

っての審査項目についてです。 

 １点目の質問は、地域貢献についてです。 

 新駒岡清掃工場の事業者選定審査項目には、地

域貢献があり、地元企業とのＪＶ構成や下請企業

の活用、地元からの資材購入、竣工後の建物の有

効活用などの評価項目がありました。プラントメ

ーカーと市内外の建設業者がＪＶを構成しても、

市内の建設業者に下請としての協力要請や資材を

購入することになりますので、工事期間中の地元

要件は設定せず、竣工後の建物の有効活用や周辺

地域との関わりを重視すべきと考えます。 

 そこで質問ですが、地域貢献の評価項目をどの

ように考えているのか伺いたいと思います。 

●早川施設建設担当部長  地域貢献の評価項目

について、お答えします。 

 発寒清掃工場の更新に当たっては、基本計画に

基づき、防災機能の強化や地域貢献に資する建物

配置等の工夫を図り、地域社会への還元を推進し

ていく考えであります。具体的な地域貢献の評価

項目につきましては、先ほど申し上げました事業

者選定委員会において検討を行う予定となってお

ります。 

●ふじわら広昭委員  最終的には、選定委員会

で決定するわけでありますけれども、ぜひ議会か

らも新駒岡の検証をした上で、完成後の地域貢献

を評価項目とするように求めておきたいというふ

うに思います。 

 次の２点目の質問は、公示価格を評価する際の

価格式についてです。 

 新駒岡清掃工場の事業者選定には、11種類あり

ます価格式の中から10番目の大括弧の10乗の方程

式を採用しております。同方程式は、応募した企

業がほぼ同じ評価点になる傾向が強くなりますの

で、総合評価落札方式の観点から改善すべきと考

えます。 
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 そこで質問ですが、公示価格を評価する価格の

方程式を改善すべきと思いますが、どのように考

えているのか伺います。 

●早川施設建設担当部長  公示価格を評価する

算定式について、お答えします。 

 他都市の事例や本市のほかの事例における工事

価格の評価に関する算定式の調査を行いまして、

価格評価の傾向を検証していく予定でございます。

その検証結果を踏まえまして、事業者選定委員会

において、価格競争を促しつつ、工事品質に適切

に評価できる算定式を検討してまいりたいと考え

ております。 

●ふじわら広昭委員  この項目の最後の質問を

して、３項目めに移りたいと思います。 

 ３点目の質問は、企業から提案された技術など

の審査方法についてです。 

 一般的に、技術提案を審査する選定委員会は、

各委員の評価項目に対する点数を選定委員会全員

に公開し、その場で選定委員会の座長及び選定委

員が各委員の評価点に質問などを行う時間を確保

し、公明・公正に選定していると思います。 

 しかし、新駒岡清掃工場の事業者選定委員会で

は、これらを省略をして結論を出していると思い

ます。 

 そこで質問ですが、今回の（仮称）新発寒清掃

工場の選定委員会では、各委員が質問などを行う

時間を確保し、選定結果を公明・公正に出すべき

と思いますが、いかがか伺います。 

●早川施設建設担当部長  事業者選定結果の公

表方法について、お答えします。 

 駒岡清掃工場の更新では、詳細を公開していな

かったものの、各委員会で評価の異なる項目等を

中心に意見交換を行っており、事業者選定結果に

つきましては、各委員の視点を踏まえた審査講評

として公表したところでございます。 

 発寒清掃工場の事業者選定では、透明性と公平

性を確保するため、事業者選定委員会での議論を

経て、評価手順及び選定結果の公表方法を決定し

てまいりたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げておきた

いと思います。 

 ぜひとも座長が中心となって、選定委員の皆さ

んの評価に対する確認をしっかりしていただきた

い。具体的には事務局である環境局が、集計した

点数をスクリーンなどに映して、全員がしっかり

それを見て意見交換ができる、そうしたものにし

ていただきたいと強く求めておきたいと思います。 

 次は、３項目め、最後でありますけれども、市

有施設の照明ＬＥＤ化についてです。 

 最初の質問は、最終的な対象施設数と照明台数

及び事業手法と、その採用理由についてです。 

 パリ協定の国連気候変動枠組み条約に基づく国

の地球温暖化対策推進法が施行されて今年で28年、

また、札幌市気候変動対策行動計画が策定されて

から５年になり、同計画では、2030年度までに、

市有施設の照明ＬＥＤ化100％達成を目標として

いますが、残り５年となっています。 

 私は、札幌市の市有施設の取組について、2022

年の決算特別委員会から札幌市の取組と課題など

について取り上げてまいりました。昨年の決算特

別委員会の質疑では、既にＬＥＤ化の見通しが整

理されている学校及び市営住宅を除く市有施設

1,810施設に照明が約43万台設置してあり、その

うち約22万台がＬＥＤ化済みで、ＬＥＤ化の進捗

率は約51％であることが明らかになりました。 

 札幌市気候変動対策行動計画で、秋元市長は、

市有施設の照明ＬＥＤ100％を2030年度までに実

現することを目標に掲げていますが、新年度を含

めて、先ほど申し上げたように、残り５年となり

ました。 

 そこで質問ですが、最終的な対象施設数と照明

台数及びどのような事業手法を考えているのか伺

います。 

 また、事業手法を採用した理由について、併せ

てまず伺いたいと思います。 

●吉田環境都市推進部長  最終的な対象施設数
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と照明台数及び事業手法とその採用理由について、

お答えいたします。 

 今年度、ＬＥＤ化に向けた調査、検討を進めた

結果、学校、市営住宅に加え、公営企業会計にお

いて所管する施設などを除く市有施設1,060施設

の照明、約８万1,000台を対象といたしました。 

 また、事業手法といたしましては、ＥＳＣＯ事

業を採用し、2026年度から2029年度までの４年間

で実施する予定でございます。その理由といたし

ましては、初期費用をＬＥＤ化後に削減される電

気料金で回収できることに加え、事業者が設計施

工を一体で行うことができることや照明のＬＥＤ

化では、省エネ効果を短期間で検証できることか

ら、工期の短縮と経費の縮減が図られるためでご

ざいます。 

●ふじわら広昭委員  答弁では、対象施設数は

1,060施設で、手法はＥＳＣＯ事業で行うという

ことでありました。 

 そこで質問でありますけれども、1,060施設を

対象とした照明ＬＥＤ化事業を幾つかに分割して

実施するのか伺います。 

 また、分割を実施する場合の区分の考え方につ

いても併せて伺いたいと思います。 

●吉田環境都市推進部長  事業の実施規模につ

いて、お答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、今回のＬＥＤ化事業では、

対象となる施設数と照明台数が大変多いことから、

分割して実施する必要があると考えているところ

でございます。 

 分割区分の考え方につきましては、請負業者側

の担い手確保や作業効率等の観点から、施設ごと

の施工条件や難易度、施設間の移動距離などを考

慮すべきだと考えております。これらを踏まえま

して、対象施設を整理したところ、現時点では、

３グループ程度に分割して実施するのが妥当と考

えているところでございます。 

●ふじわら広昭委員  次の質問は、各年度ごと

の取組についてです。 

 今後４年間で、1,060施設を照明ＬＥＤ化をす

ることになりますけれども、また、これまで施設

を所管する各局、または都市局がＬＥＤ化工事を

発注していました。こうした発注方式では、各局

の予算確保などの問題からＬＥＤ化の優先度が低

くなり、進捗率が伸び悩んでおりました。新年度

以降、５年間で、1,060施設約８万1,000台をＬＥ

Ｄ化するのは容易ではありませんが、そこで質問

でありますが、各年度の実施施設数と全体数に対

する割合について、どのように考えているのか伺

いたいと思います。 

●吉田環境都市推進部長  各年度ごとの取組に

ついて、お答えいたします。 

 現時点で想定している各年度の実施施設数と全

体数に対する割合については、2026年度は110施

設で、全体の１割程度、2027年度は442施設で４

割程度、2028年度は410施設で４割程度、2029年

度は98施設で１割程度でございます。 

 考え方といたしましては、１年目はＥＳＣＯ事

業の公募の選定手続や現地調査に要する期間を考

慮いたしまして、実施施設数を１割程度と少なく

設定しております。本格実施となります２年、３

年目には、全体の約８割を実施し、最終年は１割

程度とし、実施段階で生じる各種課題にも柔軟に

対応できる計画としております。 

●ふじわら広昭委員  最後の質問になりますけ

れども、最終的に対象外とした施設と今後の対応

についてであります。 

 先ほどの答弁では、2029年度までの対象施設は、

1,060施設、交換照明台数は約８万1,000台とのこ

とでありました。昨年の決算特別委員会では、学

校及び市営住宅を除く市有施設は、1,810施設と

報告を受けております。 

 そこで質問ですが、2029年度までの対象となら

なかった最終的な施設数と照明台数について伺い

ます。 

 また、対象外となった施設の今後の対応をどの

ように考えているのか伺いたいと思います。 
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●吉田環境都市推進部長  最終的な対象外施設

と今後の対応について、お答えいたします。 

 今年度の最終的な調査結果では、学校及び市営

住宅を除いた市有施設は、1,804施設となりまし

た。そこから公営企業会計が所管する施設やＬＥ

Ｄ化済みの施設及び保全改修にてＬＥＤ化する予

定の施設などを除きますと、127施設、照明台数

は、約3,400台が対象外となる見込みでございま

す。今回、対象としなかった施設につきましては、

既に大部分の照明がＬＥＤ化済みで、使用時間が

極めて少ない蛍光ランプが残っている施設や人の

いない倉庫などでございます。これらにつきまし

ては、蛍光ランプの寿命に合わせまして、施設の

所管部局で随時更新することになりますが、可能

な限り早く完了できるように促してまいりたいと

考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、質問

を終わりたいと思います。 

 答弁では、2030年までの取組に対象外となって

いるのは、市長部局だけで127施設、約3,400台及

び公営企業会計なども、これにまたプラスされる

わけでありますけれども、その際は、ぜひとも人

事異動などで担当者が変わっても、こうした残さ

れている施設数などがしっかりと分かるようなデ

ータを作っていただくことを求めておきたいと思

いますし、また、公営企業局の担当者からの相談

や、また、連携が求められる場合もあると思いま

すので、ぜひともそうした対策を取り組んでいた

だきたいと思います。改めて、しっかりとした計

画をつくられたことを評価をするとともに、今後

は、その進捗管理をしっかり行うことを求めて、

質問を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第１項環境計画

費等の質疑を終了いたします。 

 次に、第６款 土木費 第６項 公園緑化費中

関係分及び議案第３号 令和８年度札幌市駐車場

会計予算について、一括して質疑を行います。 

●森 基誉則委員  我が会の質疑が続き、かつ

私も本日２度目の質疑ということで大変恐縮では

ありますが、１項目だけ質問をさせていただけれ

ばと思います。 

 円山動物園の寄附拡大に向けた取組についてで

す。 

 円山動物園の令和８年度予算額は、約10億

2,000万円とのことで、令和７年度予算額とほぼ

同額となっています。ここ最近の物価高の影響に

より、餌代や光熱費、各施設の整備費など、園の

運営に必要な様々なコストが増加している状況下

での横ばいの予算というのは、厳しいのではない

かと思います。 

 一方で、本市の中長期的な財政推計では、非常

に深刻な局面にあることが浮き彫りとなっていま

す。そのような中、持続可能な動物園運営のため、

自主財源の確保が一層重要になります。動物園に

は寄附という形で応援してくれる方がたくさんい

るかと思いますので、寄附収入の拡大に向けて、

積極的に取り組んでいってください。とりわけ、

動物園応援基金については、基金の設置に先立ち、

我が会派から基金の必要性を述べた経緯もありま

すので、積立額の推移や使途は関心を持って見て

いるところです。 

 そこで最初に質問です。 

 動物園応援基金の積立額の推移と基金の使い道

を伺います。 

●白水円山動物園長  動物園応援基金の積立額

の推移と基金の使途について、回答させていただ

きます。 

 動物園応援基金には、円山動物園への直接の寄

附やふるさと納税により、令和４年度の設置以降、

毎年１億1,000万円ほど積立て、令和６年度末の

積立て残高は、約３億2,000万円となっておりま

す。 

 基金の使途としましては、これまでも、ユキヒ

ョウの移送やエゾユキウサギの獣舎拡張といった

種の保存を目的とした希少動物種の導入や動物福

祉の向上に資する獣舎改修などに活用してきたと
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ころでございます。令和８年度は、アムールトラ

屋外放飼場の改修やレントゲン機器の更新などに

活用し、寄附をいただいた方々への思いに応えて

まいりたいと思っております。 

●森 基誉則委員  動物園応援基金には、直接

ふるさと納税での応援を含めて、毎年１億円以上

が積み立てられているということで、今後も動物

福祉の向上に資する獣舎改修などに活用していく

ということでした。 

 動物の命や生息地の環境、生物多様性の保全の

大切さを伝えるという動物園の役割を果たす上で、

動物たちの生き生きとした姿を見せていくことは

何より重要だと考えます。これからも寄附などを

積極的に活用し、動物福祉の向上がより図られる

よう施設整備を進め、動物園の魅力をさらに高め

ていっていただきたいと思います。 

 このさらにという点についてなんですが、来年

度、円山動物園では、初めてクラウドファンディ

ングによる施設改修に取り組むと聞いています。

全国の他の動物園でもクラウドファンディングの

活用が始まっていますし、本市の財政状況を鑑み

ると、円山動物園にも、ぜひ積極的な活用を期待

したいところです。 

 そこで質問です。 

 今回のクラウドファンディングを実施する狙い

と概要について伺います。 

●白水円山動物園長  クラウドファンディング

を実施する狙いと概要についてとのお伺いでした。 

 来年度というか、来月４月から、レッサーパン

ダの獣舎改修を目的として、円山動物園では初と

なるクラウドファンディングを実施いたします。 

 レッサーパンダは、アジアの高山帯に生息する

暑さに弱い動物であるため、夏の暑い時期は、冷

房のある屋内展示となり、また、スペースの関係

から３頭中２頭のみの展示となってございます。 

 今回の改修は、屋内展示スペースを増やし、屋

内と屋外を動物の意思で自由に行き来できるよう

にすることで、動物福祉の向上を図り、また、暑

い日の屋内展示の際でも、飼育している全ての個

体を見られるよう観覧環境を充実するものでござ

います。 

 クラウドファンディングを通じて、円山動物園

の思いや取組などを広く発信し、応援していただ

ける多くの方々と魅力のある動物をつくっていく

機運を醸成してまいりたいと考えております。 

●森 基誉則委員  レッサーパンダの屋内展示

場の充実について、猛暑対策と、あと、動物福祉

の向上のための実施を検討しているということで

した。 

 会派としてももちろん応援していきたいと思っ

ていますが、寄附していただいた方たちは、でき

れば寄附後、速やかに改修され、レッサーパンダ

の小百合、プーアル、エイタ、そして昨日、横浜

のズーラシアから来園することが発表されました

ヒナギクを早く見てみたいと思っている方は多い

のではないでしょうか。その意味で、早期の改修

というのは、寄附の集まり方にもよい影響を与え

ると思うところです。 

 また、全国に応援者が増え、来園者増にもつな

がるのではと期待しています。 

 一方で、獣舎改修となると、かなりの資金が必

要になるとも思います。 

 そこで質問です。 

 今回のクラウドファンディングの目標金額と実

施スケジュールについて伺います。 

●白水円山動物園長  今回のクラウドファンデ

ィングの目標金額と実施スケジュールについて、

お答えいたします。 

 獣舎改修費は1,200万円を見込んでおりまして、

その他、事務手数料を含め、目標金額は1,500万

円に設定いたします。 

 実施スケジュールについては、現在、募集サイ

トなどの準備を進めており、４月から７月までの

90日間、寄附を募る予定としております。 

 改修工事につきましては、寄附の集まり状況に

もよりますが、秋から冬にかけて行い、レッサー



 

105 

パンダの展示については、動物の状態を見つつ、

来春をめどに開始したいと考えております。 

●森 基誉則委員  目標金額は1,500万円で、

来年度中の改修を終え、動物福祉の向上と観覧環

境の充実を図るということでしたけれども、円山

動物園の入園者数、子象が誕生した2023年以降、

減少傾向と聞いています。このたびのクラウドフ

ァンディングによる施設整備により、動物福祉の

向上が図られることで、来園者数が増え、動物園

の教育的役割も果たしていけるものと期待します。

あわせてですけども、電子チケットやデジタルマ

ップの導入という話も聞いております。これは増

加するインバウンドへの対応としても大変効果的

だと考えます。今後としては、このような円山動

物園の取組を積極的に内外に発信し、来園者増や

寄附の確保にもつなげていただくことを要望して

質問を終わります。 

●丸山秀樹委員  本日、最後の質疑者となりま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは、円山動物園のＤＸ化の推進について、

質問をさせていただきます。 

 ２月13日、定例市長記者会見におきまして、円

山動物園における電子チケットとデジタルマップ

の導入について、市長のほうから説明がございま

して、３月２日から利用が開始されていると伺っ

ております。 

 この電子チケットは、他の動物園や観光施設で

も導入が進んでおり、来園前にチケットを購入で

きることから、混雑時でもスムーズに入園ができ

るなど、利用者の利便性が向上するものと期待を

しているところであります。 

 また、デジタルマップについては、手持ちのス

マートフォンなどでマップを見て、自分のいる場

所と見たい動物や行きたいレストランなどを検索

できるようになるということで、広い園内をスム

ーズに移動できる取組だと思っております。それ

ぞれ多言語対応も充実しており、増加するインバ

ウンド旅行者も安心して来園できる取組と評価を

しますが、一方で、こうしたＤＸ化の推進は、ス

マートフォン操作に不慣れな方が取り残されてし

まうのではないかという懸念も感じるところであ

ります。 

 そこで質問ですが、スマートフォン操作が苦手

な来園者に対して、どのような配慮を行っていく

のかお伺いをしたいと思います。 

●白水円山動物園長  スマートフォン操作が苦

手な来園者への配慮についてのお問合せでした。 

 ３月２日の運用開始から本日で５日目を迎えま

すが、システムは安定して稼働しており、インバ

ウンドも含めた来園者全体の利便性向上につなが

っているものと認識しております。 

 一方で、円山動物園は、先生のおっしゃるとお

り、幅広い年代の方々が来園する施設であり、ス

マートフォン操作が苦手な来園者への配慮も重要

と考えております。このため、引き続き紙のマッ

プを用意するとともに、従来の対面によるチケッ

ト販売も維持し、全ての来園者にご不便をおかけ

しないように対応してまいりたいと考えておりま

す。 

●丸山秀樹委員  利便性の向上とスマートフォ

ンの操作が苦手な来園者への配慮は両立させてい

くということで、安心をしたところであります。 

 ＤＸということで、少し難しく感じる方がいら

っしゃるかもしれませんけれども、例えば、デジ

タルマップですと、これまで広い園内で紙の地図

を広げて、お目当ての動物はどこかと探す時間が

ありましたが、これからはスマホですぐ見つかる

こととなります。この探す時間が減る分、移動も

効率的となり、好きな動物をじっくり見る時間が

増え、小さなお子さん連れのご家族などにとって

もうれしい変化につながるものではないかと想像

をするところです。 

 また、このような来園者の利便性の向上のみな

らず、ＤＸ化は、様々な効果や活用余地があるの

ではないかと思うところでもあります。 

 そこで質問ですが、このたびのＤＸ化の効果と
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今後の活用について、現時点でどのようなお考え

なのかをお伺いいたします。 

●白水円山動物園長  ＤＸ化の効果と今後の活

用についてお答えいたします。 

 今回のＤＸ化の効果といたしましては、来園者

の利便性の向上に加え、紙資源の削減による環境

への配慮であったり、紙ごみの獣舎への混入防止

といった効果がございます。 

 また、デジタルマップでは、動物種ごとの解説

をご覧いただけるほか、ガイドや教育イベントの

スケジュールを随時確認できるなど、従来に比べ

情報量が増えることから、環境教育の充実につな

がるものと考えております。加えて、電子チケッ

トの導入により、購入者の国籍、性別、年代とい

ったデータが把握可能になることから、各属性に

応じた効果的な広報や誘客プロモーションに活用

できる余地があると期待しております。そのため

にも多くの方に電子チケットをご利用いただく必

要があることから、公式ホームページ等での広報

を通じて、利用促進に取り組んでまいりたいと考

えております。 

●丸山秀樹委員  最後に、要望を申し上げたい

と思います。 

 ＤＸ化の推進によりまして、来園者の利便性の

向上はもとより、環境の配慮や、また、情報発信

力の強化、さらには、データを活用した質の高い

運営とつながっていくことに大いに期待をすると

ころであります。電子チケットやデジタルマップ

の導入は、単なる仕組みの変更だけではなく、来

園者一人一人の体験価値を高める取組でもあり、

動物と向き合う時間をより豊かにするものである

と感じます。 

 また、来園者データの分析活用が進めば、展示

やイベントの企画、ＳＮＳなども含めた広報戦略、

さらにはインバウンド誘客の強化にもつながり、

円山動物園の魅力を国内外へ発信していく大きな

力になるものと期待されます。 

 一方で、ＤＸの推進に当たっては、デジタルに

不慣れな方々にも安心して楽しんでいただける環

境を維持しながら丁寧に運用を重ねていただくこ

とは、先ほど申し上げたとおりです。 

 ついては、円山動物園が利便性と温かさの両立

した動物園であり続けることに期待をさせていた

だくとともに、まずは、この春の繁忙期に向け、

この新たな仕組みの導入と現場のきめ細やかな対

応により、来園者にとって満足度が高くなること

を期待し、私の質問を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第６項 公園緑

化費中関係分等の質疑を終了いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月10日火曜日午前10時

から、まちづくり政策局関係の質疑を行いますの

で、定刻までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後４時38分 


